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Ⅰ．建学の精神・大学の基本理念、使命・目的、大学の個性・特色等 

1.建学の精神・大学の基本理念、使命・目的 

現在のわが国では「2030・2040 年問題」に代表される超高齢社会の更なる進展とともに、

疾病の予防や体力向上等の健康への関心とニーズが高まり、在宅ケアの進展などに伴い保

健医療及び福祉に対する要求が増大している。とりわけ、浦安市のある千葉県北西部では、

高度成長期以降に全国各地から転居してきた人々の高齢化により、核家族世帯が多いこと

から生じる高齢者のみの世帯や、単身高齢者世帯が増加する傾向にある。このため、これ

らの人々に対して、多様な保健医療福祉サービスが必要になりつつあり、特に、高齢化に

伴い生じる身体機能に障害のある人々に対して、医療機関や地域社会での質の高いリハビ

リテーションサービスが求められている。 

こうした社会的要請に応えていくため、「将来の日本の新たな伝統となる文化芸能を教

授研究し、これを後世に伝えうる文化芸術家を育成することにより、日本の文化芸術の向

上に寄与する」（開学時「了德寺大学学則」第 1 条）ことを目的とした日本文化芸術学部日

本文化芸術学科、及び「保健医療に関する知識と専門の学術を教授研究し、高度で質の高

い医療専門職の人材を育成することにより、我が国の保健医療の向上と福祉の増進に寄与

する」（同上）ことを目的とした健康科学部理学療法学科の 2 学部 2 学科を設置した本学

は、平成 18（2006）年 4 月に開学した。 

しかし、日本文化芸術学部日本文化芸術学科は開学時から入学定員の充足に至らず、よ

り広範囲な受験生の選択の対象となるよう、芸術学部美術学科への改称と定員減を行った

が、これをもってしても抜本的な解決に至らなかったことから、平成 23（2011）年度より

学生募集の停止のやむなきに至った。芸術学部の定員減及び募集停止、並びに前述の保健

医療福祉サービスの必要性を鑑み、健康科学部に平成 19（2007）年度に整復医療・トレー

ナー学科を、平成 23（2011）年度に看護学科を増設した。整復医療・トレーナー学科は、

柔道整復学を学ぶ中でアスレティックトレーナーの学修が可能となることを学科の教育目

標としている。看護学科は、本学が掲げる「医療と芸術の融合」を基本理念とし、芸術の

学修を通して豊かな感性を養い、看護学の発展及び保健医療福祉に貢献できる人材を育成

するという特色ある教育を目指した。 

そして、令和 5（2023）年 1 月、本学は、総合医療グループである「SBC メディカルグル

ープ」の一員となった。そこで、同年 4 月、あらためて、本学の教育理念を定めた。 

超高齢化社会を迎え、生命の尊厳が重んじられる社会の構築を目指すことは医療人の大

きな責務です。高齢化と同時に、人口減少が大きな社会問題になっている日本国におい

て医療業界を取り巻く環境は今後より厳しくなることは明らかです。この先の未来にも

質の高い安全な治療を提供し、人々の幸福に貢献していくためには、疾病に対峙する環

境を築き、真摯な研究や技術の研鑽に努めなければなりません。 

こうした環境の中で、今こそ日本は英知の結集を持って世界最高の医療先進国であらね

ばなりません。国内はもとよりアジアや欧米の諸外国から質が高く信頼される治療を提

供すれば、数多くの患者様の健康に寄与し、その先に国際社会への貢献を実現すること

ができます。 

そうした志に基づけば、真に活躍する医療人には、国際感覚やリーダーシップ、豊かな
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コミュニケーション力や体力が不可欠です。さらに自ら考え問題を解決する力を持ち、

豊かな人間性と教養を兼ね備えた人であることが求められます。日本から世界へ羽ばた

けるそうした人材を真心を持ち育成することが、我が校の使命だと考えております。 

 以下の 5 か条を了徳寺大学（＊）の教育理念といたします。 

1. 専門分野での卓越した知識と技術の向上 

2. リーダーシップ力、精神力の向上 

3. 語学力、コミュニケーション力の向上 

4. 体力、創造性の向上 

5. 高い倫理観と豊かな感性の構築 

  ＊令和 6(2024)年 4 月 大学名を「SBC 東京医療大学」に改称 

 

2.大学の個性・特色等 

（ア）理学療法学科 

理学療法学科の教育目的は、SBC 東京医療大学学則（以下「学則」という。）第 3 条の 2

第 1 号に、「医療の高度化及び超高齢社会に対応した理学療法学を研究開発し実践する専

門職を育成する。」と定めている。これに基づき、ディプロマ・ポリシーを、「理学療法に

必要な保健・医療・福祉の基本的な知識を身につけて、国家試験に合格できる水準に達す

る。基本的な知識及び技能を発揮する能力を備え、安全に理学療法を実践することができ

る。科学的探究心・向学心・批判的思考と研究的態度を身につけ、生涯学習を継続するこ

とができる。獲得した知識・技能・態度等を総合的に活用し、問題を解決することができ

る。コミュニケーション能力を身に付け、チームの中で協働することができる。感性豊か

な人間性と倫理観を備え、人間の尊厳を重視することができる。社会の多様性への理解を

深め、国際的な視野を持つことができる。変化していく社会において理学療法士の役割を

認識し、自ら研鑽を積むことで地域社会の発展に貢献することができる。」と明示し、大学

ホームページ（以下「大学 HP」という。）上に公表している。 

当学科では現在のわが国の超高齢社会とそれに伴う慢性疾患の増加によってより強く必

要とされる医療福祉分野の中で、人間性豊かな理学療法士を目指した教育を行っている。

更に、日本スポーツ協会アスレチィックトレーナー資格（AT）や日本トレーニング指導者

協会認定トレーニング指導者資格（JATI—AT）取得による、一般人からトップアスリートま

での幅広い対象者のパフォーマンス向上に貢献し得る専門家養成を目標にした教育を行っ

ている。 

（イ）整復医療・トレーナー学科 

整復医療・トレーナー学科の教育目的は、学則第 3 条の 2 第 2 号に「超高齢社会及び国

民の健康志向に対応した柔道整復学・アスレティックトレーナー学を研究開発し実践する

専門職を育成する。」と定めている。これに基づき、ディプロマ・ポリシー を、「整復医療・

保健体育・スポーツ医科学に必要な身体と運動の仕組み、及び医学的知識を理解している。

柔道整復師国家試験に合格する学力と資質を備え、医療、スポーツ、教職にあっても国家

資格を有用に活用できる。医療、スポーツ、教育のスペシャリストとして自ら課題を発見

し、その課題を総合的能力で解決することができる。高度なコミュニケーション能力と高

い倫理観そして豊かな人間性を有し、幅広い分野で活躍することができる能力を持つ。柔
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道整復師業種業務の継承者となると共に、資格を活かし国内のみならず国際的に活躍でき

る人材となる。科学的根拠に基づいた幅広い情報分析能力を持ち、健康の保持・増進に必

要な実践的な技術を応用することができる。」と明示し、大学 HP 上に公表している。 

当学科では国家資格である柔道整復師資格取得のほか、日本スポーツ協会アスレティッ

クトレーナー資格（AT）取得による世界で活躍するアスレティックトレーナー、競技パフ

ォーマンスの向上のための認定ストレングス＆コンディショニングスペシャリスト（CSCS）

資格を最大限に生かすプロトレーナー、柔道整復師資格を併せ持つ怪我や傷害に強い保健

体育教諭、筋骨格系のプロとして介護福祉分野で活躍する健康運動指導士など、多彩な医

療福祉分野で活躍できる医療人を目指す教育を行っている。 

（ウ）看護学科 

看護学科の教育目的は、学則第 3 条の 2 第 3 号に「医療の高度化及び超高齢社会に対応

した看護学を研究開発し実践する専門職を育成する」と定めている。これに基づき、ディ

プロマ・ポリシーを、「幅広い視野をもち、教養を身につけることができる。看護専門職に

必要な保健・医療・福祉の知識を身につけることができる。看護上の課題を多面的に探究

し、課題を解決することができる。科学的根拠に基づき、看護を実践することができる。

コミュニケーション技術を身につけることができる。地域包括ケアシステムにおける多職

種との連携・協働を図り、看護の役割と責務を果たすことができる。豊かな感性と倫理観

を養い、対象の多様性を重んじ、人権を尊重することができる。地域・国際社会に関心を

もち、貢献することができる。生涯にわたり、看護専門職として主体的に学習することが

できる。」と明示し、大学 HP 上に公表している。 

当学科では、国家資格である看護師資格取得をはじめ、保健師や養護教諭の養成を目指

した教育を行っている。また、豊かな感性や看護師に求められる創造性を育むことを目的

に、芸術科目の受講を可能としたカリキュラムを準備している。 

 

Ⅱ．沿革 

1．本学の沿革 

平成 17(2005)年 12 月 学校法人了德寺大学設立 

了德寺大学設置 

平成 18(2006)年 4 月 了德寺大学開学 

日本文化芸術学部日本文化芸術学科開設 

健康科学部理学療法学科開設 

平成 19(2007)年 4 月 日本文化芸術学部日本文化芸術学科を芸術学部美術学科へ 

名称変更 

健康科学部整復医療・トレーナー学科開設 

平成 21(2009)年 10 月 了德寺大学スポーツパーク開設 

平成 23(2011)年 4 月 芸術学部美術学科学生募集停止 

 健康科学部看護学科開設 

平成 26(2014)年 3 月 芸術学部美術学科廃止 

平成 27(2015)年 4 月 健康科学部整復医療・トレーナー学科入学定員変更（80 人→60

人）、同学部看護学科入学定員変更（80 人→100 人） 
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平成 28(2016)年 3 月 了德寺大学スポーツパーク閉鎖 

10 月 了德寺大学附属船堀整形外科設置 

平成 30(2018)年 4 月 了德寺大学附属上青木整形外科設置 

平成 31(2019)年 4 月 了德寺大学附属新小岩整形外科設置 

令和元(2019)年 5 月 了德寺大学職員柔道専門部設置 

令和 2(2020)年 4 月 了德寺大学附属浦安よつば内科クリニック設置 

（令和 4(2022)年 3 月閉院） 

令和 3(2021)年 5 月 了德寺大学附属銀座数寄屋クリニック設置 

（令和 5(2023)年 3 月閉院） 

令和 4(2022)年 5 月 了德寺大学附属福岡天神クリニック設置 

（令和 4(2022)年 9 月閉院） 

令和 5(2023)年 8 月 高洲整形外科クリニックを大学附属とする 

令和 5(2023)年 9 月 葛西整形外科クリニックを大学附属とする 

令和 6(2024)年 4 月 「SBC 東京医療大学」へ校名変更 

令和 7(2025)年 9 月 附属クリニックの名称変更 

 附属 SBC 整形外科クリニック船堀院 

 附属 SBC 整形外科クリニック上青木院 

 附属 SBC 整形外科クリニック新小岩院 

 附属 SBC 整形外科クリニック葛西院 

 附属 SBC 整形外科クリニック新浦安高洲院 

 

 

2．現況 

・大 学 名  SBC 東京医療大学 

・所 在 地  千葉県浦安市明海五丁目 8 番 1 号 

・学部構成  健康科学部 理学療法学科、整復医療・トレーナー学科、看護学科 

・学生数、教員数、職員数 

 

表１ 学生数（令和 7(2025)年 5 月 1 日現在）             （単位：人） 

学 部 学 科 
入学 

定員 

収容 

定員 
1 年 2 年 3 年 4 年 合計 備考 

 理学療法学科 80 320 92 91 73 87 343  

健康 

科学部 

整復医療・ 

トレーナー学科 
60 240 72 71 60 85 288  

 看護学科 100 400 117 101 93 93 404  

合  計 240 960 281 263 226 265 1,035  
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表２ 教員数（令和 7(2025)年 5 月 1 日現在）             （単位：人） 

学 部 学 科 
専任教員 

助手 合計 
教授 准教授 講師 助教 計 

 理学療法学科 10 3 6 3 22 1 23 

健康科学部 
整復医療・ 

トレーナー学科 
11 2 4 4 21 2 23 

 看護学科 10 15 5 7 37 1 38 

合  計 31 20 15 14 80 4 84 

 

 

表３ 職員数（令和 7(2025)年 5 月 1 日現在）   （単位：人） 

専任職員 非常勤職員 合計 

34 44 78 
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Ⅲ．評価機構が定める基準に基づく自己評価 

 

基準 1．使命・目的 

1-1．使命・目的及び教育研究上の目的の反映 

①学内外への周知 

②中期的な計画への反映 

③三つのポリシ-への反映 

④教育研究組織の構成との整合性 

⑤変化への対応 

（1）1-1 の自己判定 

「基準項目 1-1 を満たしている。」 

 

（2）1-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

 

1-1-①学内外への周知 

本学は、学則第 1 条に定めるとおり、「総合的な教養を身につけた高度で資質の高い医療

専門職の人材を育成する」ことを使命とし、その達成により「我が国の保健医療の向上と

福祉の増進に寄与すること」を目的としている。こうした使命・目的に基づき、各学科の

「教育目的」は、学則第 3 条の 2 において、次のとおり定め、明示されている。 

(1) 健康科学部理学療法学科は、医療の高度化及び超高齢社会に対応した理学療法学を

研究開発し実践する専門職を育成する。 

(2) 健康科学部整復医療・トレーナー学科は、超高齢社会及び国民の健康志向に対応し

た柔道整復学・アスレティックトレーナー学を研究開発し実践する専門職を育成する。 

(3) 健康科学部看護学科は、医療の高度化及び超高齢社会に対応した看護学を研究開発

し実践する専門職を育成する。 

これら本学の使命・目的及び教育目的は、学内では、毎年度当初、学生のみならず役員

及び教職員へ配布するほか、ポータルサイトでも閲覧できる『学生便覧・履修の手引』へ

掲載し、その再認識や理解を深めることを図っている。また、学外へは、大学 HP への掲

載・公表により広く明示しているとともに、受験生や保護者、高校関係者へは大学案内な

どを通じた説明を行い、その他入学式、学位授与式等の機会を利用した周知も図っている。 

 

1-1-②中期的な計画への反映 

本学では、保健医療を取り巻く環境の変化に対応し、将来を見通した「了德寺大学中長

期計画」を策定（令和元（2019）年 9 月 5 日）していたが、内容が概略的であり、また、

財務計画との対応が含まれていないことなどから、再検討の必要があった。 

令和 6（2024）年 4 月、SBC 東京医療大学と名称を改めたことを機に、中長期計画を見直

し、平成 31・令和元（2019）年度から令和 7（2025）年度までを計画期間とする第 1 期中

期計画へと改め、大学 HP で公表した。当計画は、大学運営において特に留意すべき事項で

ある大学評価基準の項目を柱建てとし、1-1-①に記した本学の使命・目的等を反映した活

動を盛り込んだものとした。引き続き、令和 8（2026）年度から令和 14（2032）年度まで
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を計画期間とする第 2 期中期計画の策定に着手しており、第 1 期中期計画同様、本学の使

命・目的や特色に加え、社会情勢等を踏まえつつ、第 1 期中期計画の取組み及び実績の検

証並びに評価に基づいた改善策を盛り込んだものとする。 

 

1-1-③三つのポリシ-への反映 

本学では、平成 23（2011）年度に学科単位で三つのポリシーを制定した。以降、平成 30

（2018）年度には、各学科を統轄する健康科学部の三つのポリシーも新たに策定し社会か

らの大学への要請との整合性が図れるようにした。これらの策定に当たっては、大学の「使

命・目的」や学科の「教育目的」を踏まえたものとしている。特に「ディプロマ・ポリシ

ー（卒業認定・学位授与の方針）」及び「カリキュラム・ポリシー」の策定に際しては、そ

の整合性に留意した。 

令和 7（2025）年度においては、学部及び全学科のポリシーへの目的・使命等の反映を

はじめ、学力の各要素との関連性、学部ポリシーと学科ポリシーとの整合性などについて

の再点検を、全学的に実施しているところである。今後、点検結果を踏まえ、必要に応じ

たポリシーの改定を行う予定である。 

 

1-1-④教育研究組織の構成との整合性 

本学の教育研究組織は、健康科学部、教養部、医学教育センター、附属図書館、学術情

報センター、附属診療所、及びウェルネストレーニングセンターから構成される。このう

ち医学教育センターは健康科学部内の組織である。 

健康科学部には、理学療法学科、整復医療・トレーナー学科及び看護学科の 3 学科を設

置し、本学の使命である「総合的な教養を身につけた高度で資質の高い医療専門職人材の

育成」に取り組んでいる。教育課程では、教養教育を教養部、全学科の専門基礎教育を医

学教育センター、専門教育を各学科がそれぞれ体系的に所掌している。また、附属図書館

及び学術情報センターは、教育研究を支える基盤として、附属診療所及びウェルネストレ

ーニングセンターは、地域と連携した実践的教育や研究活動の拠点としてそれぞれ設置し

ており、こうした全学の体制により、本学の目的である「我が国の保健医療の向上と福祉

の増進への寄与」を達成するための活動に取り組んでいる。 

 

1-1-⑤変化への対応 

本学は、開学 20 年を経過する中で、保健・医療・福祉を取り巻く社会の要請や情勢の変

化を受けて、平成 19（2007）年度に、健康科学部に整復医療・トレーナー学科を設置し、

平成 23（2011）年度には、芸術学部の学生募集停止に伴い健康科学部看護学科を開設して

きたが、その都度「設置目的」及び「教育目的」を変更している。 

令和 6（2024）年 4 月には校名を改め、前年の令和 5（2023）年度において大学の目的や

教育理念の見直しを検討し、社会情勢を踏まえた新たなものへ改定したところである。 

 

［基準 1 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

 大学の使命・目的、教育研究上の目的は、各種媒体を用いて学内外に公表している。ま
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た社会情勢や大学を取り巻く環境の変化に応じて、これら目的の適切な改定も行ってきた。

更に見直しにおいては、本学の三つのポリシー、特にディプロマ・ポリシーとの整合性、

修得を目指す学力との関連性の点検も行っている。これらの取組みは、中期計画にも盛り

込み、本学運営の基本的項目とし、年度事業報告によりその結果を公表している。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

本学の教育理念は、令和 5（2023）年度に新しくしたところであり、現在大学ホームペ

ージに掲載しているものの、今後は大学案内、学生募集要項、学生便覧にも掲載し、今以

上に学内外への周知を高めることを目指す。大学の使命・目的、教育研究上の目的と三つ

のポリシーとの関連性や整合性の点検も行っているが、今後とも、大学の状況や社会情勢

の変化を見極めながら点検を実施し、適宜適切な対応に努めていく。また三つのポリシー

に照らし合わせた学修成果の可視化による教育成果の測定・評価システムの見直し・確立

も必要であり、後述 4-3 のとおり、喫緊の課題である。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

（2）に記載したように大学の使命・目的及び教育研究上の目的の学内外への周知をさま

ざまな媒体に広げることを予定している。三つのポリシーの的確性に関しても医療情勢・

社会情勢の変化に応じてその都度の点検を行っていく。更に学修成果の可視化（アセスメ

ント・プラン）の見直し・確立及び実施により、本学の教育の質を、不断に改善していく。 

 

 

基準 2．内部質保証 

2-1．内部質保証の組織体制 

①内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

（1）2-1 の自己判定 

「基準項目 2-1 を満たしている。」 

 

（2）2-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-1-①内部質保証のための組織の整備、責任体制の確立 

本学の内部質保証における「質」とは、「設置目的」にある『総合的な教養を身につけた

高度で資質の高い医療専門職の人材を育成』するための教育の質のことであり、これを基

準 1 で述べた三つのポリシーに反映させ、その質を保証するための組織と仕組みを整備し

ている。 

本学ではディプロマ・ポリシーを満たす医学知識・医療技術・人間力を備えた卒業生を

社会に送り出すことを目標として、それを可能とする教育活動と管理運営を維持・向上さ

せるための中核組織として、自己点検・評価委員会を、常設している。 

本学では、それまでの「了德寺大学自己評価委員会規程」を廃止し、新たに平成 20（2008）

年 9 月に「学校法人了德寺大学自己点検・評価に関する規程」（以下「自己点検・評価規程」

という。）を定め、自己点検・評価委員会を設置し、今日に至っている。 

自己点検・評価規程は、学則第 2 条の規定に基づき、「本学の教育研究水準の向上を図
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り、もって、本学の目的及び社会的使命を達成するため、自ら行う点検・評価（以下「大

学評価」という。）及び教育研究等の質の継続的な保証（以下「内部質保証」という。）に

関し必要な事項を定めること」を目的としている。 

同規程第 3 条第 1 項により設置される自己点検・評価委員会は、学長・企画会議のもと、

学長を委員長に、本学の重要事項を審議する同会議の構成員である副学長、学部長、教養

部長、学生部長、附属図書館長及び事務局長により構成されている。また、当委員会には、

大学の教育研究活動に係る事項についての大学評価を行う教育研究部会と、法人の管理運

営活動に係る事項についての大学評価を行う管理運営部会があり、事務局は自己点検評価

室が、担っている。 

以上の組織体制を図式化したものが図 6-1-1 である。 

図 6-1-1 自己点検・評価委員会 

 

2-2．内部質保証のための自己点検・評価 

①内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

②IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・デ-タの収集と分析 

（1）2-2 の自己判定 

「基準項目 2-2 を満たしている。」 

 

（2）2-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-2-①内部質保証のための自主的・自律的な自己点検・評価の実施とその結果の共有 

本学では、自己点検・評価規程に基づき、自己点検・評価委員会が、「使命・目的」、「内

部質保証」、「学生」、「教育課程」、「教員・職員」、「経営・管理と財務」及び「自己点検・

評価委員会が必要と認めた事項」についての大学評価を、毎年度の作業を通じて定期的に

行い、報告書としてとりまとめるものとしている。また、報告書は、理事会に提出すると

ともに、大学ホームページにて公表することとしている。 

本学構成員及び各組織は「大学評価の結果を尊重し、教育研究及び管理運営の各分野に

おいて、それぞれの活動の質的水準の向上と活性化に努めなければならない」とされてお

り、自己点検・評価委員会がまとめた大学評価の結果は、企画会議で審議・承認後、教授

会へ報告され、学内で周知、共有されている。 

 

学 長 
（企画会議） 

自己点検・評価委員会 
【委員長】学長 

教育研究部会 
［部会長］学長が指名した者 

管理運営部会 
［部会長］理事長が指名した者 

（教育研究活動） （管理運営活動） 

部局部署 大学評価 部局部署 大学評価 
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令和 6(2024)年度は、委員会を 3 回、教育研究部会と管理運営部会を各 1 回、両部会の

合同会議を 1 回開催し、令和 5(2023)年度活動の自己点検・評価の実施のほか、第 4 期認

証評価に対応した評価項目の改定、自己点検・評価体制の見直し、内部質保証の仕組みの

明確化などを意図した自己点検・評価規程改正の審議を行った。また、令和 7(2025)年度

上半期では、委員会を 4 回開催し、令和 6(2024)年度事業計画に係る実績の点検・評価や、

三つのポリシーの確認、学修成果の把握・評価方法について審議を行っている。 

 

2-2-②IR(Institutional Research)などを活用した十分な調査・デ-タの収集と分析 

本学では、現状把握のための情報・データは、各部局部署において収集管理してきたと

ころであり、大学全体を統括管理し調査分析する機能の整備が必要であると認識している。

そのため、第１期中期計画において、「次期中期計画での IR 機能実施に向けた年次計画・

規程類を検討する。」とし、今後の重要課題の一つとして位置付けた。令和 6(2024)年度か

ら、自己点検・評価室において IR 機能の整理や他大学の取組みの情報収集に着手し、令和

8(2026)年度を始期とした第 2 期中期計画策定において、その方向性を検討しているとこ

ろである。 

 

2-3．内部質保証の機能性 

①学生の意見・要望の把握・分析、結果の活用 

②学外関係者の意見・要望の把握・分析、結果の活用 

③内部質保証のための学部、学科、研究科などと大学全体の PDCA サイクルの仕組みの確

立とその機能性 

（1）2-3 の自己判定 

「基準項目 2-3 を満たしている。」 

 

（2）2-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

2-3-①学生の意見・要望の把握・分析、結果の活用 

本学では、学修支援、心身に関する健康相談、経済的支援をはじめとする学生生活及び

学修環境に関する学生の意見や要望の把握のため、「SBC 東京医療大学学生支援担任アドバ

イザー規程」を定め、各学科に学生支援担任アドバイザー制度（以下「アドバイザー制度」

という。）を設けている。 

各教員は少人数単位で学生を受け持ち、学生の学修成績の変動を見ながら、学修上の問

題を把握し、助言や指導を行っている。また、この制度によって、学修上の問題だけでな

く、その背後にある心身の健康問題、アルバイトや奨学金等の経済問題などについても把

握に努めている。なお、面談において学生から出た意見・要望などは、プライバシーに配

慮しつつ、必要に応じ学科内で共有される。 

アンケート調査は、学生委員会が中心となり取り組んでいる。全学生を対象に学修をは

じめとした学生の生活実態や本学の相談機能の利用状況、設備施設等への満足度その他意

見などを年次別に調査する「学生生活実態調査」（隔年。令和 7(2025)年度からは毎年）、

卒業時の振返りとして本学での学修や経験の成果、教育の満足度、施設設備等への意見な

どを調査する「卒業時アンケート」（毎年）を実施している。アンケート結果は、同委員会
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で分析し、その結果を企画会議及び教授会へ報告することにより学内共有を図っている。

また、学生生活実態調査で把握した要望は、関係部署による改善案を全学生へ提示する仕

組みとしている。こうしたことにより、学修支援、学生生活及び学修環境の改善に努めて

いる。 

 

2-3-②学外関係者の意見・要望の把握・分析、結果の活用 

 学外関係者の意見・要望の把握は、本学卒業生や就職先の医療機関、施設等を対象に、

学科主体の取組みとして行っている。 

理学療法学科では、令和 7（2025）年 7 月の就職説明会において、卒業生や就職先へデ

ィプロマ・ポリシーの達成度や卒業生の特徴、卒前教育に望むことのアンケート調査を行

い、整復医療・トレーナー学科では、令和 6（2024）年度に、就職先を対象としたヒアリン

グを、また、令和 7(2025)年度では複数の学生が就職している企業や施設を対象に、理学

療法学科同様のアンケート調査を実施した。看護学科では、令和 8（2026）年 2 月開催予

定の合同就職説明会でのアンケート調査を検討している。 

卒業生や就職先といった学外関係者からの意見・要望、ひいては本学の評価に資する情

報の把握は、本学ディプロマ・ポリシーの達成度を可視化し、教育活動の改善、質の向上

を図るための重要な取組みであり、本学ではアセスメント・プランの項目として位置付け

ている。こうした取組みを全学的に実施してくため、上述の理学療法学科の取組みを先進

事例として紹介する FD 研修会を、令和 7（2025）年 9 月に開催した。今後は、全学的に標

準化された取組みとして、卒業生や就職先を対象としたアンケート調査を設計し、実施し

ていく。 

 

2-3-③内部質保証のための学部、学科、研究科などと大学全体の PDCA サイクルの仕組み

の確立とその機能性 

 本学では、開学 6 年目の平成 24（2012）年度自己点検・評価において、本学の教育活動

の中心である授業の質的向上を目指して、授業評価アンケートを活用した「教育力向上の

ための PDCA サイクル」をルーティン化し、実践していた。その後、中長期計画策定委員会

による本学の目標を見据えて、教育力向上のための PDCA サイクルの全学的見直しを行い、

三つのポリシーを起点とする教育の質保証のためのスキームへと改正した。しかしながら、

令和元(2019)年度に受審した大学機関別認証評価以降、コロナ禍もあり、大学としての自

己点検・評価活動は停滞し、令和 5(2023)年度実績に係る自己点検・評価の実施と、その

報告書を公表した令和 6(2024)年度に至るまでは、PDCA サイクルの機能性は十分とは言え

ない状況であった。このような状況下、大学経営者の交代と校名変更を経た令和 6(2024)

年度において、自己点検・評価委員会が中心となり、学部、学科、大学全体の PDCA サイク

ルの見直しと再構築を行った。 

 令和 6（2024）年度及び令和 7（2025）年度上半期の自己点検・評価委員会では、第 4 期

認証評価に対応した評価項目の改定、自己点検・評価体制の見直し、内部質保証の仕組み

の明確化などを意図した自己点検・評価規程の改正、更には、三つのポリシーの点検、学

修成果の可視化・教育の質保証のためのアセスメント・プランの確立（再検討）、年度事業

報告及び自己点検・評価による成果と課題の把握、改善策の樹立と実施といったシステム
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を再構築し、内部質保証のための PDCA サイクルの確立及びその機能性の確保に努めてい

る。 

自己点検・評価書や年度事業報告は、HP により外部へ公表し、自己点検・評価委員会で

の審議内容等は、適宜教授会へ報告し、学内共有を図り、学内外関係者からの理解・支持

を得られるよう努めている。 

 

「三つのポリシー策定における内部質保証のための PDCA サイクル」 

 

［基準 2 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

内部質保証のための自己点検・評価委員会を中心とした全学的活動により、各部局、各

学科、各委員会から学生の学修成果向上のための問題点を抽出し、対策を樹立するシステ

ムを構築した。それをもとにした年度事業計画・事業報告、自己点検・評価の実施により、

理 事 長 

学 長 
（自己点検・評価委員会委員長） 

【DO】 
各部門は三つのポリシーに基づく、入学者選抜、体

系的で組織的な教育の実施、卒業認定及び学位授与

を行う。 

理 事 会 

【PLAN】 
学長は三つのポリシーを決定し、選抜、教育、卒業

の各段階における目標の具体化を行う。 

【CHECK】 
IR によるデータの蓄積を行った上で、自己点検・

評価委員会は、三つのポリシーに照らした大学の取

組みを自己点検・評価する。 

■学内外からの意見聴取等 

■学修成果の把握・評価  など 

内部監査担当 

【ACTION】 
学長は、自己点検・評価委員会の行った自己点検・

評価を踏まえ、大学教育の改善・改革を行う。 

企画会議 

（中長期計画策定委員会） 

情報公表 
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教学マネジメント体制の整備を図っている。また、法人経営体制の変更を反映して、自己

点検・評価委員会を中心とした内部質保証のための体制、方法へとグレードアップした。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

 自己点検・評価の体制・方法の見直しは、大学としてのミニマムスタンダードであり、

年度を単位とした PDCA サイクルの継続的な展開による改善は、事業計画・事業報告とと

もにルーティン業務として確立することが必要と考えている。授業改善や学修支援体制の

充実ひいては教育の質保証のために IR 機能は重要であり、現行の自己点検・評価委員会

を中心とした自己点検・評価活動に加えて、早期での IR 機能（組織）の整備、IR 活動に

よる教育を中心とした大学活動の改善が必要である。更に、学外関係者からの意見の把握

としては、求人関係で本学学生の就職先の病院・クリニックから卒業生の勤務状況・動向

をヒアリングするに留まっており、アセスメント・プランの改善として検討している就職

先アンケートや卒業生アンケートの早期の実施が必要と考えている。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

 現在検討しているアセスメント・プランの改善策として入学時アンケート、卒業生アン

ケート、就職先アンケートの組入があり、これらの実施を早期に開始することとして、ま

た IR 機能（室）の整備を中心とした IR 活動による教育を中心とした大学活動の改善・向

上も検討しており、これらは現在検討中の第 2 期中期計画において、年次計画として策定

し取り組むこととしている。 

 

 

基準 3．学生 

3-1．学生の受入れ 

①アドミッション・ポリシ-の策定と周知 

②アドミッション・ポリシ-に沿った入学者受入れの実施とその検証 

③入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

（1）3-1 の自己判定 

「基準項目 3-1 を満たしている。」 

 

（2）3-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-1-①アドミッション・ポリシ-の策定と周知 

本学の使命は、1-1-①に記載したとおり、学則第 1 条に定める「総合的な教養を身につ

けた高度で資質の高い医療専門職の人材を育成」することにある。その具現化である学部

及び学科ディプロマ・ポリシーでは、優れた医学知識及び医療技術並びに人間力を備えた

人材を育成することを目標としている。そして、このディプロマ・ポリシーを達成するた

めのカリキュラム・ポリシーが示す教育を受ける学生の選抜方針として、アドミッション・

ポリシーを学部・学科単位で定めている。このアドミッション・ポリシーでは、本学が求

める人物像として、どのような資質・能力が求められるかを具体的に提示し、その評価方

法として多様な方式を用意している。 
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アドミッション・ポリシーは、大学 HP、大学案内、学生募集要項等に明記され、受験生

をはじめ広く周知されている。また、受験生やその保護者を対象としたオープンキャンパ

ス、大学説明会その他高校訪問などを通じた活動により、本学の教育理念や魅力、特徴と

あわせて説明が行われている。 

 

3-1-②アドミッション・ポリシ-に沿った入学者受入れの実施とその検証 

 アドミッション・ポリシーに基づき、入学者選抜は適切に運営されている。 

入学者の受入れは「SBC 東京医療大学入学者選抜規程」（以下「選抜規程」という。）に従

い、入学試験本部において、アドミッション・ポリシーに沿って 4 種類の入試区分を設

け、入学志願者の選択肢を広げている。選抜は、個別学力試験、小論文試験、基礎力評価

（大学で学ぶために最低限必要な知識）、在籍高等学校の推薦書・調査書、志望理由書など

多元的に評価対象を設け、試験区分の特性に応じ組み合わせるとともに、全ての入学試験

において面接を実施し、アドミッション・ポリシーの趣旨に合致した学生を多面的・総合

的に選抜できるよう努めている。面接を担当する教員は、公平性、客観性、厳格性を保ち

ながら、アドミッション・ポリシーに沿って合格者を選別できるよう、面接評価項目に対

する評価の観点等を定めた面接要項を基に面接を行っている。また、開学以来、筆記試験

の問題については、選抜規程第 8 条に従って本学独自に作成しており、面接要項と同様に

その公正さと妥当性については、学長が委嘱した専門委員が検討を行い、それを入学試験

本部にフィードバックして検証しており、入学者受入れの質保証に努めている。 

 

3-1-③入学定員に沿った適切な学生受入れ数の維持 

 本学の令和 7(2025)年度入学者選抜では、入学定員 240 人に対し、入学者数は 280 人、

入学定員に対する入学者数の比率（入学定員充足率）は 116.7 ％であった。また、令和

7(2025)年 5 月 1 日現在、収容定員 960 人に対し、在籍学生数は 1,035 人、収容定員に対

する在籍学生数の比率（収容定員充足率）は、107.8 ％であることから、在籍学生数は、

適正なものとなっている。 

（入学試験の実施状況） 

学科 項目 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 令和 7 年度 

理学療法 

学科 

入学定員 80 人 80 人 80 人 80 人 

志願者数 221 人 205 人 212 人 257 人 

入学者数 99 人 86 人 92 人 92 人 

入学定員充足率 123.8％ 107.5％ 115.0％ 115.0％ 

収容定員 320 人 320 人 320 人 320 人 

在籍学生数 388 人 372 人 358 人 343 人 

収容定員充足率 121.3％ 116.3％ 111.9％ 107.2％ 

整復医療・ 

トレーナー 

学科 

入学定員 60 人 60 人 60 人 60 人 

志願者数 185 人 149 人 203 人 251 人 

入学者数 85 人 70 人 74 人 72 人 

入学定員充足率 141.7％ 116.7％ 123.3％ 120.0％ 



SBC 東京医療大学 

15 

収容定員 240 人 240 人 240 人 240 人 

在籍学生数 322 人 302 人 285 人 288 人 

収容定員充足率 134.2％ 125.8％ 118.8％ 120.0％ 

看護学科 

入学定員 100 人 100 人 100 人 100 人 

志願者数 221 人 226 人 279 人 278 人 

入学者数 97 人 100 人 104 人 116 人 

入学定員充足率 97.0％ 100.0％ 104.0％ 116,0％ 

収容定員 400 人 400 人 400 人 400 人 

在籍学生数 433 人 410 人 395 人 404 人 

収容定員充足率 108.3％ 102.5％ 98.8％ 101.0％ 

健康科学部 

入学定員 240 人 240 人 240 人 240 人 

志願者数 627 人 580 人 694 人 786 人 

入学者数 281 人 256 人 270 人 280 人 

入学定員充足率 117.1％ 106.7％ 112.5％ 116.7％ 

収容定員 960 人 960 人 960 人 960 人 

在籍学生数 1,143 人 1,084 人 1,038 人 1,035 人 

収容定員充足率 119.1％ 112.9％ 108.1％ 107.8％ 

 

3-2．学修支援 

①教員と職員の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

②TA(Teaching Assistant)の活用をはじめとする学修支援の充実 

（1）3-2 の自己判定 

「基準項目 3-2 を満たしている。」 

 

（2）3-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-2-①教員と職員の協働をはじめとする学修支援体制の整備 

本学では、2-3-①のとおり、学科単位でアドバイザー制度を設け、全教員がアドバイザ

ーとなり、面談等を通して学生一人ひとりの学修・生活状況を把握し、それを基にした支

援を、学科内などで適宜情報共有しながら、実施している。また、事務局学務課では、学

科と連携しながら、履修登録、奨学金、各種申請などの学務事務を担っている。教務委員

会や学生委員会など学修・生活支援に係る委員会へは、教員と事務職員が参画し、学修・

生活支援に関する方針や計画、実施体制等の審議を行うなど、教員、事務職員それぞれの

専門性が発揮できる教職協働体制を整備している。 

 

3-2-②TA(Teaching Assistant)の活用をはじめとする学修支援の充実 

本学は学士課程のみであり、TA を活用することはできず、SA（Student Assistant）も

制度化に至っていないが、3-2-①で記載したアドバイザー制度を中心として、次に掲げる

学修支援を実施している。 
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1.入学前準備教育 

 入学前・初年次教育検討委員会を設置し、入学後に必要とされる基礎学力の補強や、医

療専門職に関わる専門教育の正しい理解の促進並びに入学後の落伍防止を念頭に、全入学

予定者を対象に教材を準備し、入学前準備教育を実施している。これにより、入学までの

間における学習習慣の維持も期待している。また、入学後速やかにアンケート調査を行い、

その有用性を把握の上、適宜改善を図ることとしている。 

2.初年次教育 

新年度始めに、新入生へのオリエンテーションを実施している。オリエンテーションで

は、学生生活全般について職員が指導するとともに、千葉県警による「犯罪に加担したり

巻き込まれないための注意」について、講演を実施している。また、全学年で実施してい

るガイダンスでは、1 年次に対して、学科ごと学修への取組みや履修上の注意について、

教員が指導している。また、新入生向けの導入教育として、初年次教育プログラム「人間

関係実践演習Ⅰ」（必修科目・1 単位・前期木曜日 3 限目(全 15 回)）を開講し、学修・大

学生活に臨む基本意識の形成と、基本的な対人関係スキルを身につけさせている。 

3.保護者会の実施 

 本学では、次のとおり、全学科で保護者会を開催し、国家資格取得を目標とした 4 年次

までの教育カリキュラムの説明などを行い、希望する保護者へは成績を踏まえた学修状況、

アルバイトや友人関係などの個別面談を行っている。 

（令和 6（2024）年度） 

・全学科 1～3 年生並びに整復医療・トレーナー学科及び看護学科 4 年生を対象：5 月開催 

・理学療法学科 4 年生対象：7 月開催 

・遠隔地から学生が集まっている整復医療・トレーナー学科では、Web を併用し実施 

（令和 7（2025）年度） 

・全学科 1～3 年生並びに整復医療・トレーナー学科及び看護学科 4 年生を対象：5 月開催 

・理学療法学科 4 年生対象：7 月開催 

・整復医療・トレーナー学科 1、4 年生対象（第 2 回目）：9 月開催 

・遠隔地から学生が集まっている整復医療・トレーナー学科では、Web を併用し実施 

4.障がいのある学生への合理的な配慮 

本学では、障がいのある学生が、障がいを理由に修学を断念することがないよう、「SBC

東京医療大学障がい学生支援規程」を定め、合理的配慮を希望する学生への対応を行って

いる。 

合理的配慮の趣旨や手続などは、入学手続時に新入生へ案内チラシを配布するとともに、

入学時に配布する「学生便覧・履修の手引」や、新学期ガイダンスで配布する案内のほか、

学生ポータルサイト、大学正面玄関に設置のデジタルサイネージにより周知している。 

学生から申請があった場合は、必要性や配慮内容等に係る教授会での協議を経て、学長が

決定し、個別具体性に応じた総合的かつ客観的な判断の下、実施している。令和 6（2024）

年度は 3 件の申請があり、2 件の合意（1 件は、申請後休学）、令和 7（2025）年度前期で

は、2 件の申請があった。 

5.オフィスアワー制度の実施 

学生からの授業に関する質問や学修に係る相談に応じるため、また学生と教員のコミュ



SBC 東京医療大学 

17 

ニケーションを充実させるため、専任教員は授業以外の時間帯で週 1 コマ以上、非常勤講

師は授業終了後等にオフィスアワーを設けている。オフィスアワーの時間帯は、1 階学生

掲示板、5 階エレベーターホール、学生ポータルサイトに明示し、全学的に実施されてい

る。加えて、教員によってはアプリ（Google Classroom）を利用し、担当科目に関する質

問等も受け付けている。 

6.中途退学、休学及び留年者への対応策 

担任アドバイザーによる定期的な学生との個人面談により、学生一人ひとりの学修や生

活状況等の把握に努め、逐次の指導などにより、中途退学、休学及び留年の防止を図って

いる。特に中途退学、休学、留年になりやすい多欠学生には丁寧な支援・指導を行い、メ

ールを用いて当該学生に注意喚起している。 

退学、休学、留年などの意思表示に対しては、担任アドバイザーから学科長に報告し、

学生、保護者(保証人)、学科長で三者面談を行っている。この際の報告書は退学、休学、

留年などの実態、その原因分析、改善方策等の検討のために教授会に提出されている。 

令和 6（2024）年度の退学率は、全学で 4.05％、対前年度▲0.93pp と減少した。一方、

退学事由は、「修学意欲の低下」と「学力不足」がそれぞれ 4 割以上を占め、両方又は一方

を事由とした退学者は、全体の 7 割程度を占めている。例えば、厚生労働省「理学療法士・

作業療法士学校養成施設カリキュラム等改善検討会（平成 29（2017）年度）」資料では、理

学療法士を養成する 4 年生大学の入学から卒業時までの退学率は 12.3％との報告があり、

また、文部科学省が公表した令和 6（2025）年度の全国大学の平均値が年間 2.00％である

ことから、本学の退学率は高いものと認識している。退学、休学及び留年などの要因とな

る学力不足、学修不足といった問題について、当該学生への支援が大きな課題として顕在

化しており、対策として組織的な支援が求められている。学生募集時の進路のミスマッチ

も含めた退学防止策の強化に、努める必要がある。 

（退学の状況） 

学科 項目 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

 在籍者 388 人 372 人 358 人 

理学療法学科 退学者 16 人 23 人 19 人 

 退学率 4.12％ 6.18％ 5.31％ 

 在籍者 322 人 302 人 285 人 

整復医療・トレーナー学科 退学者 18 人 14 人 16 人 

 退学率 5.59％ 4.64％ 5.61％ 

 在籍者 433 人 410 人 395 人 

看護学科 退学者 11 人 17 人 7 人 

 退学率 2.54％ 4.15％ 1.77％ 

 在籍者 1,143 人 1,084 人 1,038 人 

健康科学部 退学者 45 人 54 人 42 人 

 退学率 3.94％ 4.98％ 4.05％ 
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3-3．キャリア支援 

①教育課程におけるキャリア教育の実施 

②キャリア支援体制の整備 

（1）3-3 の自己判定 

「基準項目 3-3 を満たしている。」 

 

（2）3-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-3-①教育課程におけるキャリア教育の実施 

本学では、理学療法士、柔道整復師、看護師の育成を目指す上で、全学科のカリキュラ

ムに「職業・職種への理解」を織り込んだ科目を設置している。主なものとして、1 年次で

は、理学療法学科「理学療法学概論」、整復医療・トレーナー学科「整復医療学概論」、看

護学科「看護学概論」において、各専門職の役割や業務、倫理観といった素養を学修する。

また、学科共通科目である「人間関係実践演習Ⅱ（医療教養）」においては、医療人として

身につけておかなければならない「医療人としての資質」、「人間としての優しさ」、「医療

の重さ」、「生命の重さ」、「他者のために働くことの意味」、「人と人との対話」などを学修

する。 

その他、3 年次では全学科で「人間関係実践演習Ⅲ（多職種連携活動論）」を設け、保健・

医療・福祉の領域を横断した多職種連携の必要性と専門性への理解を図るため、医療現場

での連携を想定し、グループワークなどを取り入れた授業を行っている。4 年次において

は、理学療法学科では「理学療法管理経営学」で、我が国の医療保険制度と診療報酬制度

を理解し、理学療法部門としての経営管理を学修する。整復医療・トレーナー学科では、

「関係法規」において、開業権を持つ医療職として医事法規（医師法、医療法等）の理解

と医療制度全般に係る法令を学修する。看護学科では「看護管理学」において、病院にお

ける継続教育システムについて学び、自己のキャリア開発についての考察を学修する。 

教職課程においては、2・3 年次に「教職インターンシップ」を開講しており、学校現場

にて教員の業務を見学し、授業の補助などに参加することで、児童・生徒と触れ合い、教

員という職業の実際を知る機会を設けている。また、保健体育では 3 年次の「体育科教育

法Ⅰ」で、養護では 1 年次の「養護概論」で、それぞれ専門教員としての理解を深める学

修を実施している。また、上述 3-2-②の「2.初年次教育」では、大学での学びの意義や医

療専門職として求められる資質・能力について理解を深める教育を行い、早期から職業観・

勤労観の形成を支援している。文章作成能力、プレゼンテーション能力、情報リテラシー

等、社会人基礎力の育成を目的とした基礎教育科目を配置し、専門教育への円滑な接続を

図り、グループワークやアクティブ・ラーニングを活用した授業を通じて、他者との協働

性、課題解決能力、対人コミュニケーション能力の育成に取り組んでいる。これらの教育

活動は、将来的に医療現場で必要となる多職種連携能力や対人援助能力の基盤形成に寄与

するものであり、各学科と連携しながら、学生の学修状況や進路意識の把握に努め、必要

に応じて学修支援や進路支援へつなげている。 
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3-3-②キャリア支援体制の整備 

１）就職率の推移 

本学における過去 3 年間の就職率は、令和 4(2022)年度 90.3 ％、令和 5(2023)年度 

88.0 ％、令和 6(2024)年度 86.5 ％となっている。医療専門職の育成が本学の使命であ

る以上、就職率の向上を図るには、修業年限内での資格試験合格率を高めることが不可欠

であり、そのための取組方策を次期中期計画において、検討しているところである。  

 〔就職率の推移〕 

（単位：％） 

区 分 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

健康科学部 90.3 88.0 86.5 

 理学療法学科 93.4 78.3 77.1 

整復医療・トレーナー学科 90.3 89.1 86.0 

看護学科 88.2 95.1 94.8 

 

2)就職支援体制 

本学では、まず、3-2-①にて述べたアドバイザー制度により、進路や就職に係る相談へ

の対応や指導、助言など実施している。事務局学務課ではガイダンスや就職説明会を企画

運営している。各学科では資格取得のための模擬試験、補講を、年次進行に従い順次性あ

る内容で企画・実施しているとともに、卒業生の協力を得るなどし、求人情報の入手に努

めている。 

次に、図書館内に「キャリア支援室」を設置し、学生への情報提供や相談等の支援を行

っている。病院等からの求人情報、企業パンフレット、大学院進学などキャリアに関する

資料及び就職試験対策参考書などを配架し、自由に利用できる環境を整備している。求人

情報については、学生ポータルシステムや独自の Web サイトでも閲覧可能としている。ま

た、キャリアコンサルタント資格を有する職員を配置し、進路相談や模擬面談、履歴書・

小論文の添削等の支援とともに、各業種の就職活動に合わせた「就職活動オリジナルガイ

ド」を学科ごとに作成し、ガイダンスにおいて学生へ周知している。 

 

3-4．学生サ-ビス 

①学生生活の安定のための支援 

（1）3-4 の自己判定 

「基準項目 3-4 を満たしている。」 

 

（2）3-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-4-①学生生活の安定のための支援 

 本学では、学生生活の安定のため以下の支援を行っている。 

1.学生サービス、厚生補導のための支援 

 本学の学生サービス、厚生補導は、事務局学務課が各学科をはじめ、学生委員会など関

係委員会、保健管理センター、学生相談室と連携を取りながら行っている。業務内容は以
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下のとおりである。 

 ①学生証・仮学生証（学生証を忘れた場合のもの）の発行に関すること 

 ②学生の健康診断、健康管理・指導、保健室、学生相談室の利用に関すること 

 ③保険に関すること 

 ④奨学金に関すること 

 ⑤学園祭に関すること 

⑥留学に関すること 

 ⑦社会人入学、編入、転入学に関すること 

⑧特待生（スカラシップ）に関すること 

 ⑨体育館等の施設の使用に関すること 

 ⑩在学証明書、健康診断証明書等の発行に関すること 

 ⑪通学定期券の発行に関すること 

 ⑫自転車通学許可書の発行に関すること 

 ⑬学生のアルバイトの紹介に関すること 

 ⑭課外活動の指導及び援助に関すること 

 ⑮学生の懲戒処分及び定期試験における不正行為に関すること 

 ⑯学生団体に関すること 

 ⑰その他学生サービス、厚生補導に関すること 

 

2.学生に対する経済的な支援 

1)特待生（スカラシップ）制度 

本学では、スカラシップ入学試験において優秀な成績を収めた者より選出される入学試

験特待生制度と、2～4 年の各年次の成績(GPA)上位者より選出される在学生特待生制度を

設けている。 

2)奨学金及び修学支援 

 学務課では、日本学生支援機構の奨学金（定期採用）のほか、生計維持者の失業等によ

り家計が急変してしまった学生に対して応募可能な奨学金を紹介している。 

この他、保健師等修学資金や理学療法士等修学資金などの地方公共団体及び民間団体の

奨学金については、募集があるごとに掲示で案内している。 

令和 6（2024）年度から、都外の養成施設も対象となった東京都看護師等修学資金の認

定校となり、より多くの奨学金の取扱いが可能となった。 

令和 6(2024)年度の実績は、表 3-4-1 のとおりである。 

 

表 3-4-1 令和 5（2023）・6（2024）年度奨学金実績一覧      （人） 

奨学金の種類 令和 5 年度 令和 6 年度 

日本学生支援機構第一種奨学金 167 167 

日本学生支援機構第二種奨学金  311 274 

第一種・第二種奨学金 併用貸与者 72 69 

日本学生支援機構給付奨学金 97 111 
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千葉県保健師等修学資金 24 21 

東京都看護師等修学資金 － 4 

市原市看護師等修学資金 － 1 

あしなが育英会 3 1 

公益財団法人沖縄県国際交流人材育成財団 1 1 

島根県「ふるさと」看護奨学金 1 1 

 

3)授業料等減免制度 

学修意欲があるにもかかわらず、被災した家庭など経済的な困難に直面した学生を対象

に、授業料等を減額又は免除する制度を設けている。事情の聞取の上、学生委員会の審査

及び教授会の審議を経て決定される。 

 

3.学生の課外活動への支援 

 本学の課外活動は学友会のもとで運営されている。学友会は本学の全学生が所属する組

織であり、協力と団結による自主活動によって、学風の浸透と豊かな人間性の形成に寄与

することを目的としている。 

組織は執行委員会のもとに、部・サークル委員会、湘療祭（学園祭）実行委員会、学生

生活・交通委員会、卒業記念実行委員会及び図書員会の 5 つの委員会で構成されている。 

部・サークル委員会には、16 団体（運動系 13 団体、文化系 3 団体）が加盟している。

公認部には、1 人以上の顧問教職員を置き指導に当たっている。活動には、教室や体育館、

学内グランドのほか、浦安市内の体育施設等を利用している。 

ボランティア活動は、募集団体の依頼に応じ、紹介している。 

 

4.学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等 

 学生に対する健康相談、心的支援は、「学校法人 SBC 東京医療大学保健管理センター規

程」に則り、保健管理センターが中心に担っている。 

1）定期健康診断 

 全学生を対象とした健康診断は、毎年 4 月から 6 月に行っている。健康診断の結果は学

生に通知され、保健室において電子カルテで管理されている。2 次検査が必要となった学

生については、保健管理センターが個別に対応している。 

2）健康相談 

学生からの健康面での相談は、保健室が担当している。保健室の開室時間は、月曜日か

ら金曜日の 9 時から 17 時であり、学校医と看護師が常駐している。 

看護師は学生から体調や症状など健康面での相談があったときは、症状や生活習慣につ

いての聴取、保健指導等をしている。学校医の指導が必要な場合は、学生の了解を得て、

看護師同席のもと学校医面談を実施している。面談は保健室で行っている。心の健康問題

が認められた場合は、学生相談室の利用を勧めている。 

相談者が医療機関で受診した場合は、各検査結果の提出、処方薬の確認、再診の有無な

どの聴取により、情報収集に努めている。通院が長期になる学生に関しては、定期受診の
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結果を提出するよう促し、長期的に経過も観察している。 

専門医の診断が必要と考えられる場合は、保健管理センター所長の指示のもとに、学校

医による相談や医療機関への案内を行っている。 

令和 5(2023)～令和 7（2025）年度の保健室利用状況は、表 3-4-2 のとおりである。 

 

表 3-4-2 令和 5（2023）～令和 7（2025）年度 保健室利用状況       （人） 

区分 令和 5 年度 令和 6 年度 
令和 7 年度 

4～9 月 

外科 14 7 5 

整形外科 33 11 12 

内科 121 43 29 

脳神経内科・外科 20 7 2 

婦人科 13 4 5 

耳鼻咽喉科 15 2 1 

眼科 2 0 0 

皮膚科 24 1 3 

心療内科 41 7 31 

その他 40 4 0 

合計 323 86 88 

※ 軽微な症状除く。 

傷病者発生時は、「傷病者・火災等発生時の対応」に従い、教職員が迅速に対処している。 

3）心的支援 

学生の心の健康問題解決を支援し、学生生活の様々な困難を乗り越えるための援助を行

うことを目的に、保健管理センターにメンタルサポートセンターを設置し、カウンセラー

が「SBC 東京医療大学カウンセラー設置要綱」に基づき、専用の面談室において学生相談

業務を行っている。同センターでは、運営委員会を設置し、管理運営に関する重要な事項

を審議している。 

相談内容は、友人や家族との人間関係についての悩みが多く、他には学生の臨床（臨地）

実習についての悩みや不安を相談するケースも見られる。 

 相談件数は、表 3-4-3 のとおりである。 

 

表 3-4-3 学生相談室利用件数（令和 2 年度～6 年度）  

区分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

新規受付件数 3 20 17 24 18 

前年度からの継続件数 1 1 1 4 3 

延べ面接回数 42 120 53 84 45 

教職員とのｺﾝｻﾙﾃｰｼｮﾝ 25 40 13 6 42 
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令和 5（2023）年度から、「匿名で」、「24 時間 365 日」、「どこからでも」相談が可能な本

学専用の外部相談窓口を開設している。令和 6（2024）年度の利用実績は、チャットボッ

ト訪問数 20 件（そのうち FAQ タップ数 8 件（からだの相談 3 件、女性/男性に多いからだ

の悩み 3 件、利用方法 2 件））、電話相談 7 件（気になる身体の症状に関する相談 3 件、ス

トレス・メンタルヘルスに関する相談 4 件）、電話カウンセリング 3 件（全件、ストレス・

対人関係）であった。提供メニューである面談カウンセリングの申込はなかった。「退学」、

「自殺」など特定のキーワードが相談者から発せられた場合は、本人同意の上、氏名が大

学へ連絡されることとなっており、令和 6（2024）年度は、1 件該当があった。利用件数は

多いとは言えないことから、潜在的な利用者へ周知できていないことも考えられ、本相談

の周知、相談後のフォローなどが課題である。 

 

3-5．学修環境の整備 

①校地、校舎などの学修環境の整備と適切な管理運営 

②図書館の有効活用 

③施設・設備の安全性・利便性 

（1）3-5 の自己判定 

「基準項目 3-5 を満たしている。」 

 

（2）3-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

3-5-①校地、校舎などの学修環境の整備と適切な管理運営 

本学は、大学設置基準並びに理学療法士作業療法士学校養成施設、柔道整復師学校養成

施設及び保健師助産師看護師学校養成所の各指定規則に適合した施設・設備を確保してい

る。 

まず、実習施設は、次のとおり配置している。 

・1 階：整復医療・トレーナー系実習室（トレーニングルーム） 

・3 階：看護系実習室 

・4 階：理学療法系及び整復医療・トレーナー系実習室 

・5 階：ウェルネストレーニングセンター及びアスレティックトレーナールーム 

また、附属の SBC 整形外科クリニック 5 か所（船堀院、上青木院、新小岩院、葛西院、

新浦安高洲院）を、必要に応じて実習場所として使用している。 

次に教室は、300 人収容 2 室、176 人収容 1 室、135 人収容 3 室、65 人収容 6 室、60 人

収容 2 室、55 人収容 1 室、そして演習室として、12 人収容 2 室を設け、履修者が収容数を

超過している授業はない。 

これら教室を快適かつ有効に活用するため、クラスサイズに留意し各授業へ割り当てて

いる。例えば「総合英語Ⅰ」は 30 人単位の少人数クラスとし、また、各学科の実習・演習

科目では、助教や助手を複数配置することで、学生が実技に取り組みやすい環境を用意し

ている。また、令和 6（2024）年度においては、空調・照明設備の適切な維持管理のほか、

談話ロビー（2 階）のインテリア刷新や講義室机の改良、学生用の情報を発信するデジタ

ルサイネージの設置（1 階エントランスホール）などを行った。今後とも、教室をはじめ
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施設の稼働状況等を踏まえたスペース利用の最適化、学生アンケートによる改善提案の反

映など、快適な学修空間の確保に努めていく。 

その他各学科ともに「国家試験対策室」を設置している。学生が自律的に国家資格試験

に係る学習ができるよう部屋を確保し、参考書や資料等を備え置き閲覧に供している。開

校時間内は自由に利用でき、学生へは空き時間の有効活用を指導している。 

最後に ICT 環境については、学術情報センターを設置し、学術情報委員会を中心に整備

を行い、運営している。まず、PC 端末を学生の利用に供するため、3 階情報処理室に 72 台

（72 席）、1 階図書館には、パソコンルーム等に 38 台設置している。利用は、平日 8:30 か

ら 20:20（土曜 16:20）まで可能であり、十分な時間を確保している。また、情報サービス

については、授業での利用のほか、学生のレポート作成や研究活動を支援するため、電子

ジャーナルや「医書.jp」などを提供している。加えて、全学共通で利用できる電子黒板を

1 台導入し、必要に応じて講義教室に移動させて利用できるようにしている。 

ネットワーク環境の安定化やセキュリティ対策を講じ、ICT を活用した教育の質向上に

努めているものの、WiFi に関しては多人数の同時接続時に低速になることを確認してお

り、次期更改時（2027 年度予定）には解消できるよう計画しているところである。 

 

3-5-②図書館の有効活用 

本学では、「SBC 東京医療大学附属図書館規程」に基づいて、図書委員会と学科、教養部、

医学教育センターが協力し、計画的に一般教養図書、基礎医学分野図書、専門分野図書の

増冊及び学術雑誌の整備、並びにその有効活用に努めている。 

開館時間は、通常月曜日から金曜日が 8 時 30 分から 20 時 20 分まで、土曜日が 8 時 30

分から 16 時 20 分までであり、利用できるのは、原則本学の学生、教職員及び関係者、関

係機関に限っているが、地域貢献の一環として、地域住民への浦安市立図書館を通じた資

料の貸出と複写の提供を行っている。 

館内の閲覧席は、学習や閲覧で 192 名が利用でき、また、蔵書を利用した自習やディス

カッションが可能な、スタディールーム（個人自習室）6 室とグループ研究室 4 室を整備

している。 

また、教育研究に関わる学術情報の提供ツールとして、学生が自由に検索等を行うこと

ができる OPAC を設置しているとともに、上述 3-5-①の「ICT 環境」に記載したとおり、

Windows 及び Mac を設置したパソコンルームを整備し、館内にはパソコンを 38 台設置して

いる。 

利便性の向上及び利用者の増加を目的に、初年次教育ではパソコンルームを利用し、全

学科の新入生全員に電子資料活用法の説明や利用方法の案内を行い、更に電子資料の活用

促進を目的とした、データベース利用方法の指導等を、その都度個々の学生に実施してい

る。 

また、館内掲示などの広報や図書館報「海風通信」（年３回発行）において、学習時及び

卒業論文やレポート作成時に必要な資料検索のシステムなど図書館活用法を掲載し、学生

に有益な情報を提供している。 

令和 6(2024)年度の延べ来館者数は 68,443 人、延べ貸出冊数は 2,586 冊、電子資料の

活用件数は 20,274 件であり、令和 5(2023)年度に比べ、延べ来館者数と延べ貸出冊数は減
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少しているも、電子資料の活用件数は増加しており、利用傾向の変化が窺える。 

【来館者数、貸出冊数、電子資料活用件数の推移】 

 

 

 

今後、図書等の情報や施設の利用増加を図るため、広報活動の強化に加え、学生の学修

への支援のための新たな試みも含め、図書委員会で検討の上、取り組んでいくこととして

いる。 

 

3-5-③施設・設備の安全性・利便性 

バリアフリー環境については、通路から建物入口には段差がなく自動ドアとし、体育館

にはスロープを設置している。また、建物には多目的トイレ（各階）、誘導用ブロック、点

字案内、階段手すりなどを整備している。なお、多目的トイレは、多様性への配慮から、

令和 6（2024）年度に「だれでもトイレ」と名称を変更した。 

建物の耐震性は、耐震基準に適合している。施設・設備の保守・点検は、空調、電気設

備、エレベーター、ネット回線、ポンプ、受水槽及び消防機器などについて、専門業者と

定期的な保守・点検を行うよう委託契約を結び、安全管理に努めている。 

 

［基準 3 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

令和 6（2024）年度における学生の受入れについては、オープンキャンパス等での来校

接触者の目標値を明確に定め募集活動に努めた結果、ここ数年低迷していた志願者数は対

前年度 113.3%となった。また、厳正な定員管理を行ったことにより、令和 6（2024）年度

入学者選抜の入学定員充足率は 116.7%、令和 7（2025）年 5 月 1 日現在での収容定員充

足率は 107.8%と、適正水準を維持できている。 

本学では開学以降、学生担任であるアドバイザー制度を要として、学修をはじめとした

学生支援を行っており、一定の成果を挙げてきたものと考えている。また、学生サービス

については、事務局と各学科、関係委員会、保健管理センター及び学生相談室が役割分担

の下、連携を図りながら、取り組んでいる。 

学修環境の整備は、限られたスペースを快適かつ有効に活用するため、利用状況を踏ま

えた教室の改修などに努めている。 

来館者数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 対2022年度 対2023年度

2022年度 6,360 5,198 6,779 8,369 6,031 5,115 6,693 8,000 8,634 10,449 6,147 2,817 80,592

2023年度 6,540 6,371 8,360 11,305 7,258 6,149 8,065 9,672 9,894 9,769 5,946 2,033 91,362

2024年度 5,764 5,491 6,704 10,591 3,185 3,436 5,394 5,791 7,384 8,449 3,837 2,417 68,443 85% 75%

貸出冊数 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 対2022年度 対2023年度

2022年度 202 203 303 154 117 302 492 415 399 143 202 100 3,032

2023年度 287 305 367 227 127 346 329 281 211 141 205 67 2,893

2024年度 390 292 342 149 99 209 198 278 194 124 266 45 2,586 85% 89%

電子データB 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 対2022年度 対2023年度

2022年度 694 4493 5621 2054 2403 1166 690 422 440 195 142 231 18,551

2023年度 473 3352 5271 1729 1573 1069 348 355 301 295 190 133 15,089

2024年度 640 6920 6492 2195 905 1186 552 621 147 271 160 185 20,274 109% 134%
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（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

18 歳人口が減少局面にあるなどの社会情勢や大学を取り巻く環境を踏まえながら、本学

の魅力を高めつつ、独自の特色を打ち出した学生募集活動を展開し、安定的な志願者を維

持していくことが不可欠だと認識している。 

令和 6（2024）年度の退学率は 4.05％であり、医療系大学の特殊性はあるものの、全大

学の状況も踏まえながら、退学防止の取組強化など学生の学業継続への支援に努める必要

がある。また、直近 3 年間の就職率は 90％前後であり、近年の大学卒業者の就職率や、本

学が育成する専門職の求人状況からすれば、高い数字とは言えず、就職率の向上を図って

いかなければならい。 

多様化・複雑化する学生からの相談へ対応するため、より細かな対応ができるよう教員、

職員、学校医、保健室及び学生相談室で連携を深めた活動を行うとともに、利用促進に努

めていくことが求められる。 

開学後 20 年以上が経過し、施設設備の定期・随時の維持管理には努めているものの、中

長期的視野に立った改修の計画と実施が必要となる。その他特定の状況下での WiFi の不

安定化を確認している。 

図書館は、電子ジャーナルの活用件数は増加しているが、利用者や貸出冊数は減少基調

にあり、ラーニングコモンズを含めた活用促進を図る必要がある。また、学修ポートフォ

リオシステムやデジタル教材、LMS( Learning Management System)を整備するととも

に、ICT を活用した学修支援を強化していく。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

学生の受入れは、オープンキャンパスの内容改善や、大学情報の発信と高大連携の強化

などによる志願者確保に努めるとともに、入学初年度での履修や成績評価、退学の状況等

を基に、アドミッション・ポリシーや入試制度（方法・内容）を検証し、見直してく。 

学修支援については、アドバイザー制度の点検・改善を重ねながら、教員間の負担の平

準化と業務標準化、組織的対応の徹底により、学修支援の質的向上を図っていく。また、

退学抑制など学生の学業継続への支援として、受験前も含めたミスマッチ入学防止や、合

格から入学前も含めた初年次における入学後のミスマッチ解消の取組みとともに、本学の

財務状況に留意しながら、授業料減免や奨学金などの経済的支援の拡充を図っていく。 

キャリア支援においては、修業年限内での資格試験合格率を高める取組みとして、職業

理解の深化やキャリア意識の醸成をはじめ、段階的・計画的な国家試験対策の実施、成績

不振者への支援などつき、具体的な取組みを検討し、実施していく。 

学生サービスは、潜在的な利用者の存在を想定した相談機能の周知や利用機会の拡大を

図っていくとともに、財務状況に留意した上で、経済的支援の拡充を検討し、可能な限り

実施していく。 

施設設備の改修は、次期中期計画において考え方を検討しており、対処していく。

WiFi の不安定化は、2027 年度には解消できるよう計画している。図書館については、利

用促進を図るため、広報活動の強化とともに、学修支援に重点を置いた取組みを検討し、

実施していく。 



SBC 東京医療大学 

27 

 

基準 4．教育課程 

4-1．単位認定、卒業認定、修了認定 

①ディプロマ・ポリシ-の策定と周知  

②ディプロマ・ポリシ-を踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定基準

などの策定と周知、厳正な適用 

（1）4-1 の自己判定 

「基準項目 4-1 を満たしている。」 

 

（2）4-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-1-①ディプロマ・ポリシ-の策定と周知 

本学では、教育理念や学則第 3 条の 2 で定めた「教育目的」に基づいた学修の成果とし

て修得する力（学力）を、ディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）に定めて

いる。このディプロマ・ポリシーは、本学の使命・目的である『総合的な教養を身につけ

た高度で資質の高い医療専門職人材の育成』を具現化するために策定されており、優れた

医学知識・医療技術・人間力を備えた卒業生を社会に送り出すことを目標としている。 

ディプロマ・ポリシーは、大学 HP や『大学案内』などへ掲載し、広く社会へ周知している。

また、学内では、全学生及び全教職員へ配布する『学生便覧・履修の手引』への掲載や、

Web 上で閲覧できるシラバスでは、各科目において該当するディプロマ・ポリシーの明示

を行い、学修目的や体系的計画的な履修に対する学生の理解促進に努めている。 

 

4-1-②ディプロマ・ポリシ-を踏まえた単位認定基準、進級基準、卒業認定基準、修了認定

基準などの策定と周知、厳正な適用 

1.単位認定基準 

健康科学部及び各学科のディプロマ・ポリシーに沿うよう学生に単位の履修を促すため、

本学では学則第 16 条で単位の授与を次のように定めている。 

第 16 条 授業科目を履修した者に対して試験を行い、合格した者にその科目を修得

したことを認定し、所定の単位を与える。 

２ 単位の認定は、教授会の議を経て学長が行う。 

 これを受けて、本学では、単位認定の基準として、「SBC 東京医療大学履修規程(以下「履

修規程」という。)」を定め、授業の出欠席と公欠等（第 4 条）、授業の出欠確認（第 5 条）、

成績の判定（第 15 条）、定期試験（第 16 条）、追試験（第 17 条）、再試験（第 18 条）及び

受験資格（第 19 条）を規定している。 

 試験の方法は、筆記試験のほか、レポート提出、作品の提出、実技及び実習等がある。 

 単位認定の基準は、『学生便覧・履修の手引』に明記し、また、各科目の試験実施方法に

ついては、大学 HP 上で閲覧できるシラバスに明記し、それぞれ学生に周知している。 

上述した試験は、授業科目ごとに授業担当者が実施する。その合格者は、授業担当者が

作成した成績評価一覧をもとに教務委員会及び学科長が確認し、教務委員会委員長と学科

長の連名にて教授会に報告される。これによる教授会での審議を経て、学長が単位を認定

している。 
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なお、学生が本学入学前に他大学や短期大学等で修得した単位については、単位認定制

度として、学則第 18 条及び「SBC 東京医療大学入学前の既修得単位の認定に関する規程」

を定めている。 

こうした単位認定制度は、『学生便覧・履修の手引』に明記し学生に周知している。 

2. GPA 制度 

客観的に、一定期間の履修及び学修状況をより明確に把握するため、本学でも GPA（Grade 

Point Average）制度を導入している。 

履修規程第 22 条に GPA を定め、表 4-1-1 のようにその基準を定めている。 

表 4-1-1 GP（Grade Point）の基準 

判定 合   格 不合格 

成 績 
90 点以上 

100 点まで 

80 点以上 

90 点未満 

70 点以上 

80 点未満 

60 点以上 

70 点未満 

60 点未満 

成績評価 秀 優 良 可 不可 

GP 4 3 2 1 0 

 

また、本学では、一定期間の履修及び学修状況をより明確に把握するために、GPA によ

る厳格な成績評価を行っている。GPA は、毎年 10 月と 3 月に学生に成績評価通知とともに

通知し、この通知は保護者へも直接郵送している。 

なお、GPA が 2.0 未満の者に対しては成績不振者として担任アドバイザーが面接し指導

に当たっている。また、3 期連続して 2.0 未満の場合は成業の見込みがないものとして、

退学を勧告することがあるとしている。 

こうした GPA 制度については、『学生便覧・履修の手引』に明記し、学生に周知している。 

3.進級基準 

本学では、令和 6(2024)年度入学者から、看護学科において学年毎に進級要件を設けて

いる。当学科では、進級要件を満たさない場合、現行の学年に留め、次年度は未修得科目

のみを履修することになり、進級することができない。この進級要件については、『学生便

案・履修の手引』に明記しており、学生に周知している。留年者への対応としては、事前

にアドバイザーが面談を実施し、成績状況及び学習上の課題について確認している。留年

決定後は再度面談を行い、今後の進路や学修計画について確認するとともに、学修意欲の

低下防止のため継続的に支援を行っている。また、必要に応じて保護者に対しても、留年

に至った経緯及び理由について説明を行い、学生支援への協力を依頼している。更に、学

生が円滑に学修を継続できるよう、教員及びアドバイザーが連携しながら支援体制の充実

に努めている。 

理学療法学科及び整復医療・トレーナー学科については、休学した場合を除き、4 年次

までは留年はなく、進級基準は設けていないが、次年度から制度を導入する方向で検討を

行っている。 

なお、教育効果を高めるために先修条件を設けている科目もあり、当該科目の単位を修

得していない場合は、4 年間で卒業することができないことがある。この先修条件は『学

生便覧・履修の手引』に明記し学生に周知している。 
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4.卒業認定 

卒業認定は学則第 36 条第１項に次のように定めている。 

第 36 条 学長は、本学に 4 年以上（編入学、転入学又は再入学した者にあっては、第

27 条の規定により定められた期間）在学し、別表 2 に定める単位数を取得した者に

ついて、卒業を認定する。 

認定は、次のような手順で行っている。 

① 各学科において、学務課が作成した単位認定資料をもとに 4 年次生の単位修得状

況及び卒業試験の結果を確認する。 

② ①による確認後、教授会が審議し、その結果を受けて学長が卒業を認定する。 

 卒業に必要な単位数は『学生便覧・履修の手引』に明記し、学生に周知している。 

 

4-2．教育課程及び教授方法 

①カリキュラム・ポリシ-の策定と周知 

②カリキュラム・ポリシ-とディプロマ・ポリシ-との一貫性 

③カリキュラム・ポリシ-に沿った教育課程の体系的編成 

④教養教育の実施 

⑤教授方法の工夫と効果的な実施 

（1）4-2 の自己判定 

「基準項目 4-2 を満たしている。」 

 

（2）4-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-2-①カリキュラム・ポリシ-の策定と周知 

本学では、上述 1-1-③のとおり、目的・使命等を反映した三つのポリシーを、健康科学

部及び各学科において策定している。教育課程の編成・実施方針であるカリキュラム・ポ

リシーは、ディプロマ・ポリシーが示す知識・技能、能力、態度等を修得させるための教

育内容と方法を明瞭かつ簡潔に提示しており、大学 HP 及び『大学案内』、学生募集要項並

びに『学生便覧・履修の手引』により、広く学内外へ周知している。 

 

4-2-②カリキュラム・ポリシ-とディプロマ・ポリシ-との一貫性 

本学では、上述 4-2-①のとり、ディプロマ・ポリシーを踏まえたカリキュラム・ポリシ

ーを策定しており、科目レベルで学修により修得できる知識・技能、能力、態度等を整理

し、カリキュラム・マップやシラバスにおいて、各授業科目で該当するディプロマ・ポリ

シーを明示している。例えば、理学療法学科では、「コミュニケーション能力を身に付け、

チームの中で協働することができる」というディプロマ・ポリシーを設け、カリキュラム・

ポリシーにおいては、「コミュニケーション」、「多職種の役割の理解」などの内容を示し、

教養科目「人間関係実践演習」などにおいて実践している。当学科では、ディプロマ・ポ

リシーの構成要素を、「職業人としての意欲」、「倫理観」、「コミュニケーション力」、「探究

心・向学心」、「国際的視野」、「地域活性化志向」、「専門的知識技能」としており、これら

を踏まえてカリキュラム・ポリシーにより、教育内容と方法を設計している。 
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4-2-③カリキュラム・ポリシ-に沿った教育課程の体系的編成 

１ 教育課程の編成と実施 

本学 HP で公表している学科別カリキュラムマップのとおり、ディプロマ・ポリシーとの

一貫性を持つカリキュラム・ポリシーに基づき各授業科目が設置されており、個々の授業

の位置づけが体系的に組まれている。 

２ シラバス 

本学のシラバスには、科目名、必修選択、開講期、単位数、時間数、総合学修目標、個

別学修目標、授業計画、テキスト・参考文献、成績評価基準・評価方法、オフィスアワー、

実務経験の有無、ディプロマ・ポリシーとの関連性、ナンバリングコードなどにより構成

されている。その作成は、全学統一の作成要領に従い行われ、科目担当教員に周知されて

いる。 

シラバスの構成や内容については、教務委員会で審議している。また、その内容は、学

務課職員が中心となり、確認している。 

シラバスは、大学ホームページ及び学生ポータルサイトに掲載しており、学内外に周知

している。 

３ 履修単位の上限 

本学では、CAP 制を導入しており、1 年間に登録できる卒業に必要な履修単位数を、SBC

東京医療大学履修規程第 3 条の 2 により定め、理学療法学科 44 単位、整復医療・トレーナ

ー学科 50 単位、看護学科 50 単位としている。自由科目については、この上限単位数には

含まないものとしているが、自由科目の履修登録にあたっては、CAP 制の主旨に従って、

「登録しようとする学生の卒業要件単位科目については、原則的に再履修科目がなく、そ

の単位修得には問題がないこと。」を条件とし、また、「原則として卒業要件単位科目の履

修に影響がないことを前提とする。」とした運用を行っている。 

４ 医学教育センター 

医学教育センターでは、学部カリキュラム・ポリシーの２に掲げた「健康レベルに応じ

た的確な医療を実践することを可能とするための基礎・臨床医学科目」を、次のとおり担

当している。 

(1) 基礎医学科目 

全学科共通で薬理学、微生物学・免疫学（感染症学を含む）、人間関係実践演習 I を、理

学療法学科と整復医療・トレーナー学科で解剖学Ｉ、II、解剖学実習、生理学Ｉ、II、生

理学実習、病態生理学、運動生理学、病理学概論、生化学（栄養学を含む）を、看護学科

で人体の構造・機能論 I、II、人体構造・生理機能実習、栄養学、生理学総論 I、II を担

当している。 

(2) 臨床医学科目 

全学科共通で衛生学と公衆衛生学を担当し、理学療法学科と整復医療トレーナー学科で

病理学、外科学、整形外科学Ｉ、II、精神医学、小児科学、老年医学、画像診断学、内科

学Ｉ、II、神経内科学Ｉ、II、医療安全学、神経解剖学、スポーツ医学Ｉ、II、スポーツ

傷害論Ｉ、II を、看護学科では疾病・治療Ｉ、II、Ⅲ、Ⅳ、疫学、衛生学、公衆衛生学、

保健統計学、産業保健看護論、スポーツ栄養学を担当している。 

上記(1)及び(2)のとおり、本学のカリキュラム・ポリシーに沿った各学科の科目編成に
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おいて、それぞれディプロマ・ポリシーを満足する学科共通の基礎医科学科目並びに臨床

医学科目を設計し、開講している。 

 

4-2-④教養教育の実施 

教養教育科目は、学生が選ぶそれぞれの専門職で必要となる思考力や感性を養い、豊か

な人間性と倫理観を涵養するため、異文化への理解を深めること、コミュニケーション能

力を身につけること、人間の尊厳を重視すること、科学的探究心・向学心・批判的思考と

研究的態度を身につけることを目的とする授業を行っている。具体的には、表 3-2-1 に

示す 5 つの領域から構成されている。大学の教育理念に基づき、また教育目的を実現する

ため、3 学科の学生が共通で履修する科目から、必修科目と選択科目を合わせて、理学療

法学科及び整復医療・トレーナー学科は 28 単位以上、看護学科は 19 単位以上の履修をそ

れぞれ義務付けている。専門基礎科目、専門教育科目学修の際の基礎となる科目があるた

め、原則として 1、2 年次に配当している。 

全科目のうち、3 学科共通の必修科目は 7 科目ある。それに加えて、理学療法学科は「武

道文化論」と「スポーツ理論と実習Ⅰ」、整復医療・トレーナー学科は「武道文化論」と「ス

ポーツ理論と実習Ⅰ・Ⅱ」、看護学科は「国語表現法」、「統計学」の 2 科目を、それぞれ必

修科目としている。また、看護学科では、豊かな感性や看護師に求められる創造性を育む

ことを目的として、芸術科目の受講を可能としたカリキュラムを準備している。 

表 4-2-1 教養教育科目の領域のねらいと科目例 

領域 ねらいと科目例 

人間の本質の探究 ・文化や人文科学などを学ぶことで人の考え方や価値観の

形成について学び、豊かな人格を涵養する。「武道文化

論」「心理学」「世界の歴史と文化」など 8 科目を設置。 

自然と社会の理解 ・自然科学及び社会科学を学ぶことで、現代社会が直面す

る基本的な諸課題について総合的に判断できる能力を

養う。「現代物理学」「現代生物学」「日本国憲法」など 6

科目を設置。 

・理学療法学科は、本領域において「人間関係実践演習Ⅰ・

Ⅱ・Ⅲ」の 3 科目を追加して設置。 

情報の活用 ・情報伝達や処理について学び、人間関係のあり方や国際

人としてのコミュニケーション能力を修得する。「情報

処理演習Ⅰ」「総合英語Ⅰ」など 8 科目を設置。 

こころとからだの表現 ・人間の健康・文化・社会活動を実践し、その心を理解す

る。「スポーツ理論と実習Ⅰ・Ⅱ」「芸術表現Ⅰ・Ⅱ」「看

護と芸術Ⅰ・Ⅱ」「体育実技（体つくり運動）」など理学

療法学科と整復医療・トレーナー学科は 13 科目、看護学

科は 15 科目を設置。 

人間関係の実践 

 

・コミュニケーション能力を身に付け、患者や家族に思い

やりをもって対話できる能力や多職種との連携に求め
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（理学療法学科は「教育

の基礎的理解」） 

られる能力・資質等を養う「人間関係実践演習Ⅰ・Ⅱ・

Ⅲ」の 3 科目を設置。 

・理学療法学科は、「教育の基礎的理解」の領域において、

教育の意義や、関係する諸概念と基本的問題についての

基本的な理解を深め、教育、指導、学習などに役立つ心

理学や方法学の知識や考え方を学ぶ。「教育原論」「教育

心理学」「教育方法論」の 3 科目を設置。 

 

4-2-⑤教授方法の工夫と効果的な実施 

授業の学修目標を達成するために、授業の形態や内容に応じて様々な教授方法における

工夫を取り入れている。 

まず、演習室を除いた全教室に AV 機器とプロジェクターを設置しており、単にホワイ

トボードを使うだけでなく、マルチメディアによる教育効果の向上をねらっている。ま

た、全学共通で利用できる電子黒板を 1 台導入し、必要に応じて講義教室に移動させて利

用できるようにしている。 

クラスサイズについては、例えば、教養教育科目の「総合英語Ⅰ」と「総合英語Ⅱ」で

は、学生の到達度に合わせて 10 人以上 30 人未満のクラスを編成し、学生の理解度が高ま

るよう配慮している。また、実技や演習科目を中心に、30 人以下の少人数制の授業を取り

入れている。その他、情報処理科目では学生 1 人につき 1 台ずつの PC が使える環境を整

えており、「情報処理演習Ⅱ」においては、e ラーニングを導入している。 

 

次に、各学科等における特徴的な教授方法の工夫について以下に述べる。 

〔教養部〕学生の主体的学修を促進する授業の設計 

教養部では、「総合英語 I」、「総合英語 II」、「英会話」、「思索と哲学演習」、「体育実技

(柔道)」、「教育方法論」、「特別活動及び総合的な学習の時間の指導法」、「総合的な学習の

時間の指導法」といった幅広い科目において、アクティブ・ラーニングを積極的に導入し

ている。ディスカッション、グループワーク、プレゼンテーション等の活動を取り入れて

いる科目も複数あり、学生の主体的学修を促進する授業設計を推進している。 

また、教育効果の向上を目的として、授業科目の特性に応じた適切なクラスサイズの設

定に努めている。特に「総合英語 I」、「総合英語 II」では、入学時には既に学生の英語力

の差が大きく、それぞれの英語力に合ったクラスで授業を行うことが必要となる。そのた

め、プレイスメントテストの結果に基づくレベル別クラス編成及び 1 クラス 10～30 名程

度の少人数教育を実施している。基礎学力の定着が必要な学生に対しては、定員 30 名の

「ベーシック・イングリッシュ」を開講するなど、きめ細かな学修支援を行っている。 

更に、Google Classroom を利用した学生への課題の提示並びに参考資料及び小テスト

の解答・解説の掲載など、ICT を活用した学修支援により、授業内外での学修機会の充実

を図り、学生に対し低年次からの学修時間の確保を心掛けさせている。 

〔医学教育センター〕基礎・臨床・社会医学教育の充実 

医学教育センターでは、まず、医療従事者として疾病への十分な理解と医師との円滑な

コミュニケーションを図ることができる人材の育成と、学生の自発的能動的学習姿勢を養
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う目的で、次のとおりアクティブ・ラーニングを取り入れている。 

・衛生学、病態生理学、生理学特論：グループワークやワークショップ形式の教授法を取

り入れ、学生主体の質疑応答を含む実践的なプレゼンテーションに参加させている。 

・解剖学の筋触察などフィジカルアセスメントの授業：実技教授を実施している。 

また、次の科目は、それぞれ専門教員が担当し授業を行うことで、単に教科書内容を講義

するだけでなく、具体的な医療や疾病、健康の維持に関わる生きた学問として修得できる

よう配慮している。 

・基礎医学系教育（「解剖学」「生理学」「生化学」「現代生物学」「微生物学免疫学」「栄養

学」「薬理学）） 

・臨床医学（「内科学」「疾病・治療学」「外科学」「整形外科学」「画像診断学」「スポーツ

医学」「スポーツ傷害論」） 

・社会医学（「疫学」「公衆衛生学」） 

更に解剖学実習では、東京女子医科大学解剖学教室の協力を得て実際の人体解剖の見学

実習をしているほか、生理学実習では人体の生理機能について実際にデータを取るなど、

具体的な人体構造や機能の理解を促す知識の醸成に努めている。 

次に、グループワークや実技教授などのアクティブ・ラーニングを実施する授業では、

少人数グループ制と適宜の補助教員配置などにより、全ての学生が能動的主体的に参加で

きるようにしている。「生理学」履修後の次学年で行う「生理学実習」では「生理学」の

成績に従ってグループを編成し、グループ間の学力の平準化に努めるとともに、実習期間

中にグループの再編成を行うことで、メンバー間のなれ合いを防止するなど学修環境の維

持に留意している。 

また、学科共通の必修科目など大人数の講義においては、各学生の能動的学修を促すた

めに、Google Classroom などのオンデマンドによる復習課題や小テストを活用し、履修

状況や学修到達度を把握できるようにしている。 

〔理学療法学科〕動画撮影による実技演習、複数教員制授業 

「日常生活活動学実習」、「理学療法評価学Ⅰ」、「理学療法評価学Ⅱ（画像評価を含む）」、

「機能能力診断学実習」、「基礎運動療法学実習」、「整形系外科系障害理学療法学実習」、「神

経系障害理学療法学実習」、「内部障害理学療法学実習（喀痰・吸引を含む）」では、評価技

術・理学療法技術などの修得 のために、教員が実施した実技を動画撮影し、説明を行いな

がらリアルタイムでスクリーン及びモニターに表示するとともに繰り返し行い、学生が手

順や方法などを確認しながら練習を行えるよう環境整備をして、アクティブ・ラーニング

を実施している。また、実技の際には、複数の教員を配置して学生へ公平かつきめ細やか

な指導ができる体制を整えている。「運動学実習」では、各グループに分かれて教室及び教

員を配置した実習授業を行い、教員対学生比に配慮した少人数制の学生指導を実践してい

る。「臨床運動学実習」では科目内でのポートフォリオを活用し自己到達度の認識を深める

よう促している。また、「理学療法特講Ⅰ」では、「整形外科学」「内科学」「神経内科学」

などの臨床医学と、理学療法評価と介入を学ぶ「整形外科系障害理学療法」「神経障害理学

療法」「内部障害理学療法」などに関する「学・実習・演習」の各授業、及び理学療法評価

に関する授業である「理学療法評価学Ⅰ」「機能能力診断学実習」「理学療法評価学Ⅱ」を

統合し、「理学療法治療学演習」では、疾患名から評価計画立案、仮想の評価結果をもとに
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した理学療法プログラムとゴール立案、更に患者を想定した学生同士での評価や理学療法

プログラムの練習までの一連の理学療法過程をアクティブ・ラーニング形式にて体験し、

臨床実習に臨むことができるように内容を変更している。「理学療法特講Ⅱ」では、座学の

みならず、実技（検査・測定）をグループに分けて総合臨床実習の時期に該当していない

時期に少人数制でペアになり実施し、教員は 1～2 名の配置にて指導にあたった。臨床実習

前後においては OSCE と筆記試験を併用して実習後の評定を実施している。国家試験対策

として「理学療法特講Ⅱ」での集中講義、また成績不良者における小人数での補習を行っ

ている。 能動的学修においては、令和元(2019)年度に、能動的学習の教員研修講座へ学科

の教員 1 名が参加し、修了書を取得した後に大学 FD 研修において伝達講習を実施した。 

〔整復医療・トレーナー学科〕複数教員制による授業 

講義科目において知識、理論を教授する際、受講する学生が教室の構造や座席の位置な

どで、プロジェクター画像やホワイトボードの文字が見えにくいなどの不公平を生じない

よう配慮するとともに必修科目や実技理論の授業においては可能な限り複数の教員（教員

助手を含む）を教室に配置している。また実技科目においても同様で、実技を行う教員の

手元などが見えにくい時のサポートとして、スクリーン及びモニターに手元を映して、説

明を行っている。また複数教員を配置して補助を行い、繰り返し練習が行えるように配慮

し、学生への公平な指導ができるような体制を整えている。 

また、臨床実習を含め現場を想定する講義においいは、指導者とクライアントを想定し

たアクティブ・ラーニング形式にて体験をし、現場実習に活用できるような指導等をして

いる。 

〔看護学科〕視聴覚教材・最新機器を活用した教育の充実、看護実践能力の強化、看護研

究による論理的思考力の育成 

 講義・演習・実習を有機的に連動させ、看護実践能力の向上を目指した教育を展開して

いる。特に、視聴覚教材や ICT 機器を活用した教育、OSCE による実践能力評価、少人数に

よる看護研究指導を推進している。 

教育方法の工夫として、各看護専門領域において映像教材や VR 教材を活用し、学生が臨

地実習を具体的にイメージできる学習環境を整備している。基礎看護学では技術演習前の

映像学習、地域在宅看護学では在宅医療技術に関する教材、高齢者看護学では認知症高齢

者ケア支援 VR を導入している。また、代表的な事例を活用した看護過程の展開や、シミュ

レータを用いたフィジカルアセスメント教育、母性・小児看護学におけるモデル人形を活

用した技術演習など、シミュレーション教育を積極的に取り入れている。 

看護実践能力の強化では、4 年次科目「看護総合Ⅰ」に OSCE を導入している。評価項目

は「コミュニケーション力」「看護技術力」「看護判断力」「チーム構築力」「ヒューマンケ

アリング関係形成力」の 5 項目とし、臨床場面を想定した課題を通して客観的評価を実施

している。 

映像教材や VR 教材、シミュレーション教育の活用により、学生は臨地実習を具体的にイ

メージしながら学習に取り組むことができ、対象理解や看護技術の向上、実習に対する不

安の軽減につながっている。また、多職種連携教育を通してチーム医療への理解を深める

ことができている。OSCE では、コミュニケーション力及び看護判断力において比較的高い

到達度が確認され、講義・演習・実習を通じた学習成果が示された。更に、客観的評価に
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より学生個々の強みや課題を可視化し、教育改善に活用できる基礎資料を得ることができ

た。実習施設との継続的な連携により、教育内容と臨床現場との接続が強化され、実習指

導の質向上につながっている。また、看護研究では学生が文献検討や論文作成を通して論

理的思考力や課題解決能力を養う機会となっている 

全ての実習科目は、原則、5 名を 1 グループとして臨地実習施設に配置し、これを 1 名

の教員が指導担当する体制としている。臨地実習施設との間では、実習要項及び実習指導

要領等を使用して実習開始前に実習のねらいや進め方などを綿密に打ち合わせ、実習目的

や目標の共通理解を図っている。実習終了後には、受講生へアンケート調査（自己評価）

を実施し、教員が評価を行っている。結果は学生へフィードバックするとともに、学生の

到達状況や今後に向けた課題についての報告書をまとめ、学科内で共有し学生一人一人へ

の指導やサポートを行っている。また、実習施設にも報告書を提出し、次の実習機会に向

けて連携を深めている。 

 

本学には、教授方法でのさらなる工夫や開発のため、本学の教育力の向上を図ることを

目的にして授業の内容及び方法の改善を行い、研修や研究の企画及び実施について必要な

事項を審議し運営にあたる組織として授業改善委員会がある。同委員会は、教養部、医学

教育センター、各学科の教員及び事務局職員で構成されおり、基準 4-3 で述べるような授

業評価アンケート、公開授業及び研修を実施している。 

 

4-3．学修成果の把握・評価 

①三つのポリシ-を踏まえた学修成果の把握・評価方法の確立とその運用 

②教育内容・方法及び学修指導などの改善へ向けての学修成果の把握・評価結果のフィ-

ドバック 

（1）4-3 の自己判定 

「基準項目 4-3 を満たしている。」 

 

（2）4-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

4-3-①三つのポリシ-を踏まえた学修成果の把握・評価方法の確立とその運用 

本学では三つのポリシーを踏まえた学修成果の把握・評価方法において、基準 2-3-③で

述べた「三つのポリシーの策定における内部質保証のための PDCA サイクル」を用いて、

ディプロマ・ポリシーに沿った教育活動の実現を目指している。 

この目的を点検・評価する組織として、授業改善委員会と学生委員会があり、それぞれ

全学において主体的な活動を行っている。 

また、教務委員会では、シラバスや履修、試験、単位などを所掌し、制度面から学修成

果の把握を検討している。シラバスでは、特にディプロマ・ポリシーと各科目の関連性、

当該科目を履修することにより、どのような知識技能・能力・態度を修得することができ

るかを明記している。これにより、学修の成果として単位認定の意義が、学生に理解でき

るようになる。現在、学修成果の把握・評価のためのアセスメント・プラン改正へ向け、

全学的に取り組んでおり、当委員会においては、全学として重要な評価指標と位置付けて

いる学修ポートフォリオ導入の検討を進めている。 



SBC 東京医療大学 

36 

 

1.授業改善委員会による学修成果の把握・評価のための活動 

1)授業評価アンケート 

授業評価アンケートは、前期、後期において本学が開講している授業全てに対して実施

している。学修成果に係る学生の主観的評価を把握するものではないが、学生が学修の成

果を実感することができる授業を実現するための調査として行い、その結果を授業内容や

方法の改善に活用している。令和 7(2025)年度は、授業評価アンケートの質問項目の一部

変更や、教員へも学生と同じ質問を行うなどの見直しを行っている。例えば、「シラバス通

りに授業は進行されたか」や、「授業の到達目標を達成したか」など質問内容を同一にする

ことで、学生と科目担当者間の認識のずれが可視化され、改善点が明らかとなる。 

2)公開授業 

その他授業の改善を図るために、公開授業を実施している。担当教員ではない本学教員

が参観、ピアレビューを行う授業であり、毎年度前期と後期の各 1 回実施している。 

3)教員研修 

 本学では、毎年度、e-ラーニングを中心とした研修を行っているが、令和 7(2026)9 月 10

日(水)には、後の 4-3-②で述べる本学理学療法学科での取組みを紹介し、質疑応答する全

学 FD 研修会「学修・教育成果の可視化～DP 達成度を把握するための評価」を開催した。 

 

2.学生委員会による学修成果の把握・評価活動 

1)学生生活アンケート（学生生活実態調査） 

2 年ごとに、学生生活全般にかかる Web アンケートを実施しており、直近では令和 4

（2022）年 10 月に実施した。このアンケートでは、本学の施設・設備や教育に対する学

生の満足度や経済状況に加え、学修状況も調査し、自主学修時間のほか、「いままでの学

修で身についた力を 5 段階で評価してください」として、「物事に進んで取り組む力」や

「他人に働きかけ巻き込む力」など 12 項目を質問している。回答率の向上を図るため、

令和 7(2025)年度からは、実施時期を 9 月から 4 月のガイダンス時期へ変更したととも

に、記名式とし、内容も全学年一律から年次に応じたものへ、また学生との個人面談でも

利用できるよう見直しを行った。 

2)卒業時アンケート 

卒業時おいて、就職先（名称）や、学修した科目群別の満足度、本学への期待に加え、

ディプロマ・ポリシーに示す知識・能力・態度等の修得について、アンケート調査を行っ

ている。 

 

3)学科における学修成果の把握・評価活動 

理学療法学科での取組みを、以下に記述する。 

理学療法学科では、学科のアドミッション・ポリシー（AP：admission policy)、カリキ

ュラム・ポリシー（CP：Curriculum Policy）、ディプロマ・ポリシー（DP：Diploma Policy）

達成度可視化に関するアンケート調査を、令和 5(2023)年度から開始した。全年次で実施

し、同年度は 4 月、9 月、3 月に、令和 6(2024)年度は 3 月に、令和 7(2025)年度は 4 月に

実施し、3 月（4 年のみ）も実施を予定している。 
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AP・CP・DP の各項目において、それぞれ 10 の設問により、学生に「到達度（修得のレ

ベル」の自己評価（5 段階）を求めている。5 段階（1～5 点）での「身に付いた・いない」

との問いかけは、主体が自分にあるという認識を促すことに繋がり、学生が主体となって

学ぶ「学修者本位の教育」の観点から設計している。 

【５段階の到達度】 

1 点：「全く身についていない」  2 点：「あまり身についていない」  3 点：「どちらともいえない」 

4 点：「ある程度身についている」 5 点：「身についている」 

 
結果は上記『2023 年度前期 AP、CP、DP の自己達成度における学年比較』のとおりであ

った。DP の 10 項目合計平均点が 2 年次で一度下がる傾向となり、対策として、見学実習

（通所・訪問リハ）を 3 年次から 2 年次へ移行するカリキュラム変更を行った。4 年次で

の「身に付いた」項目は、「職業人としての意欲」、「倫理観」、「コミュニケーション力」、

「探究心・向学心」に繋がり、臨床実習を経験することで社会的な面からも医療人として

の立場を認識しているものと評価できる。臨床実習の重要さにおいて 1 年次での早期体験

臨床実習、2 年次での見学実習、3 年次での評価実習、4 年次での総合臨床実習と年次に応

じた配当としている。 

4 年次は、「地域の活動に積極的に関わることができる」との回答が、令和 5(2023)年度

よりも令和 7(2025)年度が有意な差を認め高く、教員の地域貢献事業で積極的に学生を帯
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同していることが影響した結果となった。 

学修成果としては、ポイントの年次推移とカリキュラムとの関連性、高い項目・低い項

目での推察、教育の改善が学修成果に繋がっているかの判断として活用している。また、

学生への DP に対する認識度を高めるために、単に印刷物の配布やポータルへの掲載だけ

でなく、DP・CP・AP を、よく通る教室前廊下の壁に大きく貼り出し、自然と視界に入り意

識できようにしている。 

今後の問題点、課題としては、DP 到達度のためのアンケート調査（主観的評価）には限

界があり、客観的な GPA 成績での補完が必要であること、また、目標に達していない理由

を明らかにし、教育改善を図るための工夫を実施することと分析している。 

その他学修成果の把握・評価の調査としては、就職先や卒業生を対象とした意見聴取（ア

ンケート）も、令和 7（2025）年 7 月に、就職説明会の場を利用し実施した。また、後述

4-3-②のとおり、GPA 年次推移についても把握・評価している。 

 

本学では、令和元(2019)年度に、「了德寺大学学修成果の評価基準」を定め、学生の学修

成果を把握・評価し、教育の質保証に努めるとした。しかしながら、その取組みは、一部

に止まっており、次期中期計画における大きな課題となっている。現在、アセスメント・

プランである「了德寺大学学修成果の評価基準」の再検討をはじめ、学修成果の把握・評

価のための全学共通の方法等について、自己点検・評価委員会で検討を行っているところ

である。実施へ向けたスケジュールを含め、令和 7(2025)年度中に方向性を決定し、早期

に制度を確立させ、実施していく。 

 

4-3-②教育内容・方法及び学修指導などの改善へ向けての学修成果の把握・評価結果のフ

ィ-ドバック 

 基準 4-3-①で述べたように、三つのポリシーを踏まえた学修成果の把握とその評価方法

は、主に授業改善委員会と学生委員会が担っており、学科別では理学療法学科での取組み

を紹介した。これらの委員会や学科では次のように教育内容・方法及び学修指導の改善に

向けたフィードバックを図っている。 

 

1.授業改善委員会による学修成果の把握・評価結果のフィードバック 

1)授業評価アンケート 

 次の手順により、フィードバックが行われ、改善活動へ繋げている。 

① 授業評価アンケート結果は、集計データ化され、科目担当者全員がそれにより結果

の確認を行う。 

② 科目担当者は、アンケート結果を確認後、リフレクションペーパーを作成し、上長

へ提出する。 

③ 上長は、リフレクションペーパーを確認し、評価を実施する。 

④ 上長による評価は、事務局を経由して、各授業担当者へフィードバックされ、授業

の見直し・シラバスへの反映へと繋げる。 

⑤ 集計結果は、大学 HP や学内ポータルサイトへ掲載し、周知を行う。また、教員から

学生へ向けたコメントも学内ポータルサイトへ掲載し、フィードバックを行う。 



SBC 東京医療大学 

39 

 

2.学生委員会による学修成果の把握・評価結果のフィードバック 

1)学生生活アンケート 

調査結果は、学生委員会で分析、審議し、その結果を企画会議及び教授会に報告後、大

学 HP 内「情報公開」へ掲載し、公表している。 

 

3.理学療法学科による学修成果の把握・評価結果のフィードバック 

 理学療法学科では、4-3-①で述べたディプロマ・ポリシー到達度調査などのアンケート

調査のほかに、GPA による期・年次ごとの学修成果の把握・評価や、入試区分による GPA の

推移と入学者（入学前）の学力や成績の傾向を把握している。 

国家試験合格に達しなかった学生数が多い入試区分へは学修支援が必要となる可能性が

相対的に高いとともに、こうした情報は入学試験本部会議へ報告し、入学者選抜の内容、

方法に係る検討材料とされている。 

 GPA による学修成果の把握・評価は、学修成果の一つの指標として学生指導に役立てて

いる。GPA 年次累計（平均）ヒストグラムによる年次別対策の検討・実施や、各学生の GPA

年次推移による個人への対応、また GPA と国家試験合格率、退学率、卒業試験に該当する

「理学療法特講Ⅱ」との関係などの分析も行っている。 

  

その他、大学の教育体制や学修環境、学生の学修成果の達成度などを総合的に評価する

一環として、授業への参加状況や出席率のデータも参照利用している。 

こうした学修成果の把握・評価に関する情報は、オリエンテーション、講義内、また保

護者会にて説明を行い、フィードバックを図っている。 

 

［基準 4 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

本学の目的は、学則第１条にあるとおり、「総合的な教養を身につけた高度で資質の高い

医療専門職の人材育成による、我が国の保健医療の向上と福祉の増進への寄与」である。

その目的を達成するために設置された各学科では、 

・「医療の高度化及び超高齢社会に対応した理学療法学を研究開発し実践する専門職」 

・「超高齢社会及び国民の健康志向に対応した柔道整復学・アスレティックトレーナー学を

研究開発し実践する専門職」 

・「医療の高度化及び超高齢社会に対応した看護学を研究開発し実践する専門職」 

を育成することを、それぞれの教育目的としている。 

この目的達成を測る指標として、国家資格試験合格率があり、令和 6(2024)年度は、次

のとおりであり、また、過去５年間の状況を参考として下表に記す。 

①理学療法士国家試験結果（新卒） 

・合格者数 61 人（対前年度 3 人減）、合格率 98.4％（対前年度 1.6 ポイント減。対全国

平均［95.2％］＋3.2 ポイント） 

②柔道整復師国家試験結果（新卒） 

・合格者数 28 人（対前年度 20 人減）、合格率 75.7％（対前年度 16.6 ポイント減。対全
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国平均［75.9％］▲0.2 ポイント） 

③看護師国家試験結果（新卒） 

・合格者数 90 人（対前年度 2 人増）、合格率 98.9％（対前年度 5.3 ポイント増。対全国

平均［95.9％］＋3.0 ポイント） 

〔国家資格試験合格率の推移（新卒）〕 

（単位：％） 

区 分 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

理学療法士 
本学 100.0 98.2 100.0 100.0 98.4 

全国 86.4 88.1 94.9 95.2 95.2 

柔道整復師 
本学 96.3 97.3 89.1 92.3 75.7 

全国 85.6 81.0 65.4 84.0 75.9 

看 護 師 
本学 89.5 98.7 97.0 93.6 98.9 

全国 95.4 96.5 95.5 93.2 95.9 

各国家資格とも、総じて合格率は全国平均より高く、評価できるものと考えている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 

 一方、国家資格試験合格率のみが学修成果の把握・評価のための指標であるとは考えて

いない。令和 2(2020)年１月 22 日中央教育審議会大学分科会「教学マネジメント指針」で

は、次のとおり、学修成果の把握評価には、様々な角度から掘り下げた分析を行うなど総

合的な点検・評価が求められていることを示している。 

学修者本位の教育の観点から、一人一人の学生が自らの学修成果として身に付けた資

質・能力を自覚できるようにすることが重要である。また、大学の教育活動を学修目標

に則して適切に評価し、「卒業認定・学位授与の方針」の見直しを含む教育改善につなげ

るためにも、学修成果・教育成果を適切に把握・可視化する必要がある。把握・可視化

に当たっては、その限界に留意しつつも、学生が、同方針に定められた学修目標の達成

状況を可視化されたエビデンスとともに説明できるよう、複数の情報を組み合わせた多

元的な形で行う必要がある。 

本学では、令和元(2019)年度に「了德寺大学学修成果の評価基準」を定め、三つのレベ

ル（実施主体）と三つの時期（評価時期）をクロスさせた九つの区分において、多面的に

必要な情報を収集し、これらを単体又は多元的に把握した上で、入学者選抜や教育のシス

テムの適切さ、学修成果・教育成果を点検・評価することとした。しかしながら、その取

組みは、全学的には、GPA の年次推移の把握と国家試験合格率程度に止まっており、大き

な課題であると認識している。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

現在、アセスメント・プランである「了德寺大学学修成果の評価基準」の再検討をはじ

め、学修成果の把握・評価のための全学共通の方法等について、自己点検・評価委員会で

検討を行っているところである。実施へ向けたスケジュールや既存の取組みの見直しを含

め、令和 7(2025)年度中に方向性を決定し、早期に制度を確立させ、実施していく。 
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基準 5．教員・職員 

5-1．教育研究活動のための管理運営の機能性 

①学長の適切なリ-ダ-シップの確立・発揮 

②権限の適切な分散と責任の明確化 

③職員の配置と役割の明確化 

（1）5-1 の自己判定 

「基準項目 5-1 を満たしている。」 

 

（2）5-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-1-①学長の適切なリ-ダ-シップの確立・発揮 

本学では、学則第 51 条第 1 項において、「学長は、本学の校務をつかさどり、所属職員

を指揮監督する。」と定め、その直下の教育研究組織の長にあっては、同条第 3 項乃至第 7

項にて「学長の命を受け、当該組織の校務をつかさどる。」とし、学長が大学の最高責任者

であることを明確に示している。 

組織においては、学部をはじめとした教育研究組織と事務組織を機能別に編制し、入試、

教務、学生支援、研究、地域連携などの専門委員会を個別の規程により常設することで、

全学的方針の策定や計画・事業の企画立案及びその実施・管理など学内連携を図りながら

遂行する体制としている。これら専門委員会の審議結果のうち、大学運営に関する重要事

項については、学長が議長を務める企画会議で審議され、関係規程に基づく教授会への意

見聴取を経て、学長による意思決定がなされている。副学長については、現在任命してい

ないものの、学長の全面的なサポート、学内調整の総括又は特命事項への対応など、学則

第 51 条第 2 項及び「学校法人 SBC 東京医療大学副学長選任規程」により、必要に応じて置

くことができる職としている。 

学長は、本学における自己点検・評価と内部質保証を所掌する自己点検・評価委員会の

委員長でもあり、その責任に基づいたリーダーシップの下で、教学を中心とした大学の諸

活動を維持向上させていく体制としている。また、上述の企画会議をはじめ次の委員会等

の長にも就き、議論の当初から委員等と意見を交わし、コンセンサスの形成を図っている。

なお、学長が参画していない委員会等の議事概要についても、自らが長を務める企画会議

や教授会へ適宜報告され、指示等を行えるプロセスとしている。 

【学長が委員長等である委員会等（令和 7(2025)年度）】 

・入学試験本部      ・教職課程実施本部 

・企画会議        ・教授会 

・学生表彰選考委員会   ・個人情報保護委員会    ・自己点検・評価委員会 

・人権委員会       ・懲戒審査特別委員会 

 本学では、以上に述べた組織と仕組みにより、大学の最高責任者たる学長の適切なリー

ダーシップの確立と発揮のための体制を整備している。 

 

5-1-②権限の適切な分散と責任の明確化 

 本学では、上述 5-1-①のとおり、学長をトップとした運営体制を整備している。学長の

直近下位組織として、学部、教養部、附属図書館、学術情報センター、附属診療所、ウェ
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ルネストレーニングセンター（研究施設）、保健管理センター（厚生保健施設）及び事務局

を設置し、組織の長をそれぞれ配置している。また、学生の厚生補導と進路支援に関して

は、学生部長を学長直下の職として設置し、掌理させている。入試、教務、学生支援など

全学的な事項への対応のため、個別規程により専門委員会を設置し、各委員長の総括の下、

組織横断的な対応を図っている。学校教育法第 93 条第１項により必置である教授会は、学

則第 52 条乃至第 54 条並びに教授会規程により、学長が決定を行うにあたり意見を述べる

機関として原則毎月開催され、入学や卒業・学位授与、教育課程の編成、学生の在籍や厚

生補導・賞罰に関する事項等の審議を行っている。 

 学長は大学運営の最高責任者であり、全ての権限は学長を源とする。一方、権限の一極

化は、トップへの過度な負担集中による意思決定の遅延や組織の硬直化、構成員の自律性

低下といった事態を招くだけでなく、リスク管理面でも懸念される。社会情勢や大学を取

り巻く環境の急激な変化に対応していくには、より柔軟で効率的な運営が求められると考

えている。意思決定の迅速化とともに、ガバナンス確保やリスク管理の観点から、法人も

含めた、理事長・学長・組織の長等の権限について再整理し、改めて制度化する方向で検

討していく。 

 

5-1-③職員の配置と役割の明確化 

事務組織は「学校法人 SBC 東京医療大学事務組織規程」において組織、職制及び事務分

掌が定められており、教育研究活動の管理運営の遂行に必要な組織を設置し、職員を配置

している。 

事務局は、法人事務局と大学事務局を分離せず両者の機能を一体化した組織として編成

し、限られた人員を効率的かつ効果的に配置して活用する体制としている。事務局長は、

法人においては理事長、大学においては学長の命を受けて、適宜法人業務と大学業務の調

整を図りながら事務局を統括し、職員の指揮監督にあたっている。 

事務局は三課三室体制としている。入試課は、学長及び事務局長の下、学生募集や入学

者選抜に関する事務を担い、学務課は、学部長、教養部長、学生部長及び附属図書館長の

下、事務局としては事務局長の指揮監督を受けて、教務、学生支援及び図書館に関する事

務を担っている。また、総務課は、庶務、人事・給与、施設管理、財務・経理・会計、企

画調査、内部統制などバックオフィス機能を担任している。室は附属診療所の運営を所掌

する医療連携室、自己点検・評価の事務を行う自己点検・評価室を設置している。なお、

学部設置準備室については、新たな学部設置等の計画がないため、現在、設置していない。

一方、管理業務を中心に曖昧かつ不完全な業務分掌となっているところもあり、役割と責

任の明確化並びに効率的な業務執行の観点から、事務局において組織見直しを検討してい

るところである。 

大学運営に関する重要事項を審議する企画会議や、教育研究に関する重要事項の学長諮

問機関である教授会をはじめ、学内委員会その他会議体の事務は事務局各課で担当してい

るとともに、一部を除き、事務職員が委員として参画した教職協働体制により運営されて

いる。 

職員の採用については、「学校法人 SBC 東京医療大学就業規則（職員）」に従い適正に実

施されており、HP において、求める人物像として制定した「Credo」の 15 の行動指針や、
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採用手続を明示している。 

 

5-2．教員の配置 

①教育研究上の目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任などによる教員の確保と配置 

（1）5-2 の自己判定 

「基準項目 5-2 を満たしている。」 

 

（2）5-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-2-①教育研究上の目的及び教育課程に即した教員の採用・昇任などによる教員の確保と

配置 

本学の専任教員の配置は、上述の「Ⅱ.沿革 2.現況」に掲載された表 2 教員数（令和 7

（2025）年 5 月 1 日現在）のとおりである。各学科の教員数は「大学設置基準」、「理学療

法士作業療法士学校養成施設指定規則」、「柔道整復師学校養成施設指定規則」及び「保健

師助産師看護師学校養成所指定規則」で定める基準を満たしている。 

また、専任教員の学位の種類及び分野は表 5-2-1 に示すとおりであり、それぞれの科目

についてその分野を専門とする教員を配置している。 

表 5-2-1 学位の種類及び分野（助手を除く）             （単位：人） 

部局等 博士 修士 学士 備考 

教養部 
理学 1、教育学 1、

文学 1、保育学 1 

体育学 2、教育学 2、

文学 1、言語学 1 
― ― 

医学教育センター 医学 5、理学 1 ― ― ― 

理学療法学科 
保健医療学 6、医学

5、理学療法学 1 

医療福祉管理学 1、リ

ハビリテーション学

1、健康デザイン学 1、

スポーツ健康科学 2、

保健医療学 2 

― ― 

整復医療・ 

トレーナー学科 
鍼灸学 1、保健学 1 

学術 1、スポーツ健康

科学 8、医科学 1 

経済学 1、人間科学

1 
― 

看護学科 学術 1、看護学 1 

学術 4、看護学 6、看

護マネジメント学 1、

経営学 1、国際教育学

1、人間学 2、保健医療

学 2、保健学 1、リハ

ビリテーション学 2、

看護科学 1、情報学 1、

精神保健学 1、心身健

康学 1、医科学 1、人

間科学 1 

法学 1、教育学 1、

教養 1、工学 1 
― 
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1．教員の採用・昇任 

 本学では専任の教授、准教授、講師、助教及び助手の採用・昇任の方針は「SBC 東京医療

大学教員選考規程」（以下「教員選考規程」という。）で定められている。採用・昇任につ

いては、大学設置基準の「教員の資格」の規定に則り、人格、学歴、職歴及び教育研究上

の業績に基づいて行うことを選考の根本基準としている。採用・昇任の手順は次の図 5-2-

2 のとおりであり、令和 6(2024)年度では、４回の手続を行っている（表 5-2-3 参照）。 

 

・           ・公募によらない場合、候補者の推薦は、学部長または教養部 

・             長からの具申に基づき学長が理事長の承認を得て行う場合と、 

・             理事会の推挙に基づき学長が行う場合の二通りがある。 

            

・教員資格審査委員会が採用または昇任の候補者の資格を審査す 

る。教員資格審査委員会はその都度編成し、主査 1 人と委員若 

干名をもって構成し、主査は学部長または教養部長が務める。 

審査は教員選考規程および「SBC 東京医療大学教員選考基準」に 

照らして行い、主査がその結果を学長に報告する。 

 

・学長は審査結果を教授会の議に付す。 

 

 

 

・学長は、教授会の議を経て、採用または昇任候補者の任用           

を理事会にはかる。 

図 5-2-2 教員の採用・昇任の手順 

 

表 5-2-3 令和６(2024)年度 教員採用・昇任についての審議一覧 

内容 教員資格審査委員会 企画会議 

・健康科学部 講師 1 人の任用

（令和 6(2024)年 10 月 1 日付） 

令和 6(2024)年度 第 1 回 

（令和 6(2024)年 9 月 3 日） 

令和 6(2024)年度第 6 回（令和

6(2024)年 9 月 19 日） 

・健康科学部 教授 1 人、准教

授 4 人の任用（令和 7(2025)年 4

月 1 日付） 

令和 6(2024)年度 第 2 回 

（令和 7(2025)年 2 月 25 日） 

令和 6(2024)年度第 12 回（令和

7(2025)年 3 月 18 日） 

・健康科学部 教授 2 人、准教

授 1 人、講師 1 人、助教 1 人の

任用（令和 7(2025)年 4 月 1 日

付） 

令和 6(2024)年度 第 3 回 

（令和 7(2025)年 2 月 27 日） 

令和 6(2024)年度第 12 回（令和

7(2025)年 3 月 18 日） 

・健康科学部 助教 1 人の任用

（令和 7(2025)年 4 月 1 日付） 

令和 6(2024)年度 第 4 回 

（令和 7(2025)年 3 月 11 日） 

令和 6(2024)年度第 12 回（令和

7(2025)年 3 月 18 日） 

≪候補者≫ 

公募又は推薦 

≪資格審査≫ 

資格審査委員会 

≪選考≫ 

企画会議 

理事会 

・公募によらない場合、候補者の推薦は、学部長又は教養部            

長からの具申に基づき学長が理事長の承認を得て行う場合と、            

理事会の推挙に基づき学長が行う場合の二通りがある。 

 

・教員資格審査委員会が採用又は昇任の候補者の資格を審査す

る。教員資格審査委員会はその都度編成し、主査 1 人と委員若干

名をもって構成し、主査は学部長又は教養部長が務める。審査は

教員選考規程及び「SBC 東京医療大学教員選考基準」に照らして

行い、主査がその結果を学長に報告する。 

・学長は審査結果を企画会議の議に付す。 

・学長は、企画会議の議を経て、採用又は昇任候補者の任用を理

事会にはかる。 
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2．教員評価 

 本学では専任の教授、准教授、講師、助教及び助手の雇用は、契約に基づく任期制を採

用している。任期が満了する専任の教授、准教授、講師及び助教のうち、「SBC 東京医療大

学教員の再任時業績審査実施基準」による業績審査（在籍期間中のものを対象）に合格し

た者が、教員任期規程の別表の定めるところに従い、一定の任期内で再任されていた。 

 このように、任期を職位ごとに定め運用してきたところであるが、年度によっては審査

対象者が数十名となり実務的に厳しい面があることや、他大学の状況なども参考として、

令和 6(2024)年度からは、一律の職位別での任期の上限設定は止め、実績による昇任がな

ければ現職のまま更新することも可能とし、契約更新の判断として毎年度の人事評価であ

る「成長シート」を用いる制度運用を開始した。 

 上述の「成長シート」は、本学が SBC メディカルグループの一員となった新体制下で、

新たに導入したシステムであり、これにより各教員の活動と業績は、量・質の両面におい

て、上長の指導による改善と向上が可能となり、再任時業績審査は、人事評価としての役

割は終了した。なお、昇任の際は引き続き教員資格審査が「SBC 東京医療大学教員任期規

程」に従って行われる。 

 

5-3．教員・職員の研修・職能開発 

①FD をはじめとする教育内容・方法などの改善の工夫・開発と効果的な実施 

②SD をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組み 

（1）5-3 の自己判定 

「基準項目 5-3 を満たしている。」 

 

（2）5-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-3-①FD をはじめとする教育内容・方法などの改善の工夫・開発と効果的な実施 

本学では、教員の資質向上を図ることを目的として、平成 18(2006)年の開学当初から教

職員研修会議を設置し、教育活動、教授法及び教職員の相互研鑽の支援並びに教育効果に

関して研修会や検討会を実施してきた。同会議は平成 23(2011)年 4 月より授業改善委員会

に名称変更し、教員研修をはじめとした FD 活動に取り組んでいる。当初は、東日本を中心

とした大学・短大・高専からなる大学連携組織「FD ネットワーク“つばさ”」に加盟し、

その主催研修会等に積極的に教職員を派遣し、得た情報を学内にフィードバックしていた。

しかしながらコロナ禍にあっては、対面での参加が難しくなり、公益財団法人「大学コン

ソーシアム京都」が主催する FD フォーラムへのオンライン参加などを教職員へ促した。そ

の後、同機関が推奨する e-ラーニングシステム「e-ZINZAI」を導入し現在に至っている。 

令和 6(2024)年度では、「授業設計」又は「教育評価」のどちらかを、令和 7(2025)年度

上期では、任意に 2 テーマを選択し、その視聴とレポートの提出を義務づけた。また、令

和 7(2025)年度上期には、「学修・教育成果の可視化～DP 達成度を把握するための評価」を

テーマとして、本学理学療法学科における取組みを紹介し、質疑応答する研修会を開催し

た（9 月 10 日(水)）。 

その他、授業改善委員会では基準 4-3 で述べたとおり、授業評価アンケート、公開授業、
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等などの活動を実施している。 

これまで本学の FD 活動は、内容として量・質ともに、また計画から実施、そのフォロー

アップといった仕組みにおいて、必ずしも十分であったとは言えず、今後の課題の一つと

認識している。そのため、次期中期計画（計画期間：令和 8(2026)年度～令和 14(2032)年

度）における項目とし、その活性化を目指した取組方策を検討しているところである。 

 

5-3-②SD をはじめとする大学運営に関わる職員の資質・能力向上への取組み 

SD 活動については、令和 6(2024)年度では、同年 4 月から施行された「障害者差別解消

法」の理解を深める目的と、同年より開始される大学における「合理的配慮」についての

共通認識を深めるため、JASSO 学生生活支援事業が作成した動画「障害者差別解消法に関

する理解啓発セミナー（基礎編）」の視聴とレポート作成を行った。加えて、職員を対象と

して「発達障害学生支援研修（基礎編）」と、所属する部署の業務に必要と思われる研修テ

ーマを一つ選択し、動画を視聴の上、レポート提出を義務づけた。また、令和 7(2025)年

度上半期では、FD 研修同様、任意に 2 テーマを選択、視聴し、レポートの提出を義務づけ

た。なお、令和 7 年度下半期では、ハラスメント防止と情報セキュリティの 2 テーマで、

e-ラーニング研修を行う予定としている。 

本学での SD 活動は、上述の FD 活動同様、今後の課題の一つと認識している。そのため、

次期中期計画の中で項目とし、その活性化を目指した取組方策を検討しているところであ

る。 

 

5-4．研究支援 

①研究環境の整備と適切な管理運営 

②研究倫理の確立と厳正な運用 

③研究活動への資源の配分 

（1）5-4 の自己判定 

「基準項目 5-4 を満たしている。」 

 

（2）5-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

5-4-①研究環境の整備と適切な管理運営 

本学では、保健医療分野における学術研究の推進と、人間理解を基盤とした教養教育の

深化を通した、高度な資質を備えた医療専門職の育成を目的としている。そのため、教育・

研究・地域連携を一体的に推進する研究環境の整備を進めている。 

学内には、臨床実践に基づく研究活動の拠点として「ウェルネストレーニングセンター」

を設置し、教員・学生・地域住民による協働の下、研究と教育を連動させた取組みを展開

している。また、研究活動を支える中核組織として、研究委員会及び生命倫理審査委員会

を設置し、大学及び教員の活動の活性化や公正・適正な研究の確保のため、研究費の配分

や研究紀要の発刊、研究学術集会の開催、研究倫理審査などの環境整備に取り組んでいる。 

令和 7(2025)年度は、研究費運用及び成果報告に関する制度を見直し、計画から報告ま

でを一元的に管理できる仕組みの整備を進めている。これにより、研究活動の透明性を高

め、より明確な説明責任を果たすという研究インテグリティの確保を目指している。 
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更に、学内研究成果の蓄積・共有を推進するため、「research map」の活用を進めるとと

もに、研究紀要（毎年度発刊）や研究学術集会（毎年度開催）で発表された研究成果を機

関リポジトリ HP に登録し、学術情報のオープンアクセス化を推進している。これにより、

学外との学術交流の促進、外部研究資金獲得への発展、社会的信頼の向上を図っていく。 

今後も、研究者支援体制と研究基盤の強化を継続的に行い、保健医療分野における知の

創出と社会還元を担う大学にとって必要な研究環境の充実と質的向上を目指していく。 

 

5-4-②研究倫理の確立と厳正な運用 

本学では、研究の倫理性と透明性を高め、公正・適正な活動を確保するため、各種規程

やガイドラインの整備を進めている。 

全般的に研究は、「SBC 東京医療大学学術研究倫理憲章」に則り実施される。特に人を対

象とした研究は、「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」（令和 3 年文

部科学省・厚生労働省・経済産業省）に基づき策定している「SBC 東京医療大学における

研究に係る生命倫理に関する指針」に従い、実施されている。これにより、該当する全て

の研究は、「SBC 東京医療大学生命倫理審査委員会規程」に定められた手続による審査を受

け、承認後に実施される。 

また、近年の研究活動の多様化に対応するため、令和 5(2023)年度から、倫理審査委員

会会議の開催を年 2 回から 4 回とし、審査機会の増加を図った。これにより、研究者が年

度途中から研究を開始する場合や、変更が生じた際にも、タイミングを逃さず申請し、審

査を受けることができ、研究計画への柔軟な対応が可能となった。この改善により申請数

に大きな変化はないが、研究倫理の確保とともに、研究活動を活性化させる工夫を、今後

とも検討し、実施していく。 

新たな対応として、研究インテグリティ（健全性・公正性・透明性）の確保が求められ

ている。本学では、研究委員会において検討を行っているところであり、令和 7(2025)年 9

月に内規として対応を定めた。今後、研修などにより学内周知を図っていくとともに、研

究データの管理や不正行為防止、説明責任、利益相反の管理体制等をブラッシュアップの

上、制度化し、規程により管理運用していく計画である。 

最後に、研究費の運用・管理については、次の規程に基づき適正に行っている。 

・「学校法人 SBC 東京医療大学公的研究費の運営及び管理に関する規程」 

・「学校法人 SBC 東京医療大学受託研究及び共同研究に関する規程」 

・「学校法人 SBC 東京医療大学学内研究費運用規程」 

また、研究活動の不正防止と透明性確保のため、「学校法人 SBC 東京医療大学における研

究活動の不正防止に関する規程」及び「利益相反マネジメント規程」を整備しており、こ

れらに基づいた研修・啓発活動を段階的に実施している。 

今後とも、これらの規程を基盤として、公正・適正な研究の確保及びその活動の向上並

びに説明責任を果たすことができる体制の整備へ向けて、不断なく取り組んでいく。 

 

5-4-③研究活動への資源の配分 

本学では、教育研究活動の量的・質的向上を図るため、「学校法人 SBC 東京医療大学学内

研究費規程」を定め、次の三つの研究費を整備・配分している。 
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【学内研究費】 

区分 概  要 

教材研究費 
教育内容の充実を目的として、授業数や受講者数に応じて、年度初に各授業担当

教員へ配分 

課題研究費 
教員の研究意欲向上・研究成果の創出を目的とし、研究費審査会による審査を経

て配分。研究成果や研究計画、申請金額等をもとに配分額を決定 

学科研究費 学科・教養部等の組織単位での研究推進を目的に、希望に応じて配分 

 

また、研究費を効果的・効率的に配分する取組みとして、令和 7(2025)年度には、次に

掲げる取組みを行っている。 

① 課題研究費の配分基準の見直しとして、将来的には外部資金の申請・獲得実績を配分

指標の一部に組み込む方向で、制度改革の検討を行っている。 

② 科研費等の外部資金に関する情報提供を強化するため、研究委員会の体制を見直し、

副担当事務職員（科研費事務も兼務）を中心に、公募情報を定期的に学内周知していく。 

③ Research map を活用した研究業績管理を推進した結果、学内研究費の配分対象者のう

ち 90%以上が登録を完了した。引き続き、学内での業績情報の共有・活用に向けた基盤整

備を進める。 

④ 研究インテグリティの観点を踏まえた研究費関係書類の見直しとして、課題研究費に

係る「研究計画書」様式及び「研究報告書」様式を、令和 7(2025)年度報告及び 2026(令

和 8)年度計画から改訂することを検討している。 

支援体制としては、研究委員会の事務局、学内研究費の配分・管理、外部資金申請とり

まとめなど研究関係の事務は、事務局総務課において処理している。RA（Research 

Assistant）については、本学は学士課程のみであり、配置することはできないが、上述の

学内研究費により、研究に不可欠な役務の委託を可能とし、教員の負担軽減に資するよう

にしている。 

一方、外部資金の導入については十分とは言えず、今後の課題の一つであると認識して

いる。現在、次期中期計画の策定を行っているところあり、研究活動を項目の一つとして

位置づけ、その活性化を目指した取組方策を検討しているところである。 

 

［基準 5 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

本学では、大学運営における主要会議である企画会議（大学運営の重要事項を審議）、教

授会（教育研究の重要事項に係る学長の諮問機関）及び自己点検・評価委員会（内部質保

証及び自己点検・評価を所掌）の長へ学長が就任している。こうした体制は、意思決定の

迅速化だけでなく、部局等から選出された委員との直接対話による円滑なコンセンサス形

成に資するものであり、単一学部で収容定員が 1,000 人以下という小規模大学の長所を活

かした特色でもあると考えている。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 
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本学は小規模大学の特色を活かした体制としているが、役割と責任が明確かつ適正でな

ければ、その真価を発揮することは難しい。これから全ての大学が迎える 2040 年問題を

はじめ、劇的に変化していく社会情勢や大学を取り巻く環境への迅速かつ的確な対応とと

もに、本学の問題として、これまでの法人・理事長への過度な権限集中と、事務をはじめ

とした組織の所掌業務の曖昧さ、不完全さがあり、その適正化と解消が課題であると認識

している。 

上述した体制面での課題に加え、FD 及び SD の活性化による人材の育成も留意すべき

ことと考えている。 

最後に大学活動の大きな柱である研究については、公正かつ適正な研究の確保のための

不断の取組みと、外部資金の獲得をはじめとした活動の活性化が課題であると考えている。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

上述の課題を踏まえた今後の取組みとして、次のことを考えている。 

①法人と大学の業務を区別し、理事長・学長・組織の長の権限について再整理した上で、

迅速かつ的確な意思決定とガバナンスの確保、リスク管理の観点から、責任と役割の明確

化と権限委譲の推進のための決裁規程等を検討し、制度化する。 

②上記①とあわせて、曖昧かつ不完全である事務局の業務分掌を、組織編成にあわせて段

階的に整備し、関係規程を改正する。 

③教職員の人材育成ととともに、業務改善に資するよう、FD 活動及び SD 活動の実施体

制、方法等を見直し、活動の活性化を図る。 

④研究活動については、活動の公正性、適正さの確保とともに、その活性化。研究インテ

グリティの整備をしていくとともに、研究支援体制の強化や外部資金獲得支援策の実施な

どの検討を行い、順次実施していく。 

 

 

基準 6．経営・管理と財務 

6-1．経営の規律と誠実性 

①経営の規律と誠実性の維持 

②環境保全、人権、安全への配慮 

（1）6-1 の自己判定 

「基準項目 6-1 を満たしている。」 

 

（2）6-1 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-1-①経営の規律と誠実性の維持 

本学の使命は、「開学の理念」や、令和 5（2023）年 4 月に制定した「教育理念」で謳っ

ているように、未来を拓く若者に学ぶ場を提供し、地域、国、やがては世界へ貢献するこ

とである。この使命を実現する意思決定機関が理事会であり、理事会で決議する議題は、

大学の企画会議や教授会、関係委員会で審議されている。 

理事会を初めとする法人組織は、文部科学省から認可を受けた「大学設置」及び「学校

法人 SBC 東京医療大学寄附行為」（以下、「寄附行為」という。）を基にして定めた学則や、
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法人規則によって構築され、これら学則や法人規則は、法改正や社会情勢、本学を取り巻

く環境の変化に応じて、関係機関、理事会での審議を経て、改正が行われている。 

学則は、役員や全教職員へ配布する『学生便覧・履修の手引』に掲載しているほか、大

学 HP や学内 PC で、また、法人規則や大学規程は、学内 PC でそれぞれ閲覧でき、適宜意思

決定手続で確認されている。 

教職員が遵守すべき事項は、「就業規則」において、規則遵守及び職務専念義務並びに服

務心得として明示され、組織運営に関する基本的なルールは、「事務組織規程」及び「各委

員会規程」など組織の設置及び運営に関する規程を定め、明確にしている。 

情報公表については、学校教育法第 109 条及び学校教育法施行規則第 172 条の 2 並びに

私立学校法第 151 条に規定する情報をはじめ、大学及び法人の各種情報を HP にて適宜公

表している。 

私立学校法改正に伴い、令和 6（2024）年度に「内部統制システム整備の基本方針」を策

定し、令和 7（2025）年度において順次対応を図っているところである。 

こうした取組みに加え、本学は、令和 6 年（2024 年）4 月 1 日の大学名称変更を機に「行

動指針」を定め、役員及び教職員へリーフレット（二つ折り B7 サイズ）として配布し、新

体制での意識改革に努めている。 

 
 

行動指針 
 

０１ 素直 

自分に非があったら素直に謝罪し、分からないことは誰にでも素直に教えてもら

う。良いことは積極的に取り入れ、成功した事例は真似をしてみる。 

０２ 主体性を持つ 

常に自分の仕事の意味、役割を理解し、目的を達成するために自ら考え、行動す

る。 

０３ チームワーク 

互いの役割を理解し、学生・大学・社会のためにチーム一丸となって協働する。 

One for All,All for one. 

０４ 信頼される人になる 

誰に対しても優しさや思いやりを持って接し、正直で言い訳をせずに約束を守る

人間力と知識・技能を身に着ける。 

０５ 相手を尊重する 

相手の話に耳を傾け、相手の立場や気持ちを理解する。 

０６ 多様な価値観 

大学の発展や、素晴らしい医療人の輩出、社会貢献のために、常に価値観のアッ

プデートを図り、自分の考え方だけを押し付けず、互いの価値観を尊重する。 

０７ 挑戦を楽しむ 

向上心を持つ。失敗を恐れず挑戦を楽しむ。 

０８ 情熱を持つ 

学生教育、充実したキャンパスライフ、研究に情熱をすべて注ぐ。やりがいを持
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って仕事に取り組む。 

０９ 礼節を重んじる 

一人の人間として尊重し、相手やシーンにふさわしい挨拶、言動、行動をする。 

１０ 感謝 

サポートされた時、指摘を受けた時には当たり前と思わず感謝を伝える。学生・

保護者・地域の方々・一緒に働く仲間にありがとうと言える。 

１１ 改善と工夫 

目的や目標を念頭に置いて、常に良い方法や手段を模索し改善し続ける。 

１２ 成果を出す 

学生生活の充実、受験者数の増加、国家試験合格率 100％、地域への貢献を目指

して成果を出すことに集中する。 

１３ 視野を広く持つ 

大学の存在意義、社会的な価値を考え、社会の動きを捉えながら、自分の職務に

留まらず、物事を多面的に考える。 

１４ 学生へのやさしさと厳しさ 

人としての在り方を指導するために、学生の尊厳を認めながら平等に接する。 

１５ ゴールからの逆算 

常にゴールから逆算して考え、スケジュールを立てて効率よく実行する。 

 

本学は令和 5 年（2023 年）1 月 1 日に、SBC メディカルグループホールディングス 相川

佳之 CEO が理事長へ就任し、経営体制の刷新や財務体質の改善をはじめ新生再出発を期し

ているところである。 

 

6-1-②環境保全、人権、安全への配慮 

本学は緑と海を臨むことができる場所に立地し、美しく澄んだ環境は、心と身体の成長

と涵養に良い作用をもたらすと考えている。そのうえで本学では次のような環境保全、人

権、安全への配慮を行っている。また、令和 6（2024）年 6 月には、千葉県が創設した『ち

ば SDGs パートナー』に登録（No:2210）され、環境保全、人権、安全をはじめ「持続可能

な社会の実現」に向けた取組みを着実に進めている。 

 

1．教育・研究環境への配慮 

教育活動や研究活動に用いられる本館棟や体育館などの施設については、毎年度、空気

環境測定、飲料水水質検査、害虫防除、建物・設備の法定検査及び自主点検を実施し、良

好な教育研究環境を保全している。また、「SBC 東京医療大学保健管理センター規程」及び

「SBC 東京医療大学教職員衛生管理規程」により学生及び教職員の健康管理と良好な教育

環境・職場環境の形成に努めている。 

 また、情報セキュリティ事故防止のため、ネットワークの強化、ファイアーウォールの

厳重化、コンテンツフィルターの導入、サーバ・クライアント端末の定期的メンテナンス、

学生・教職員への ID 及びパスワード発行、PC 端末やデータの持ち出し禁止の周知徹底、

IT 活用ガイドの配付などを行っている。 
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2．人権への配慮 

 本学では、人権に対する配慮は組織を挙げての課題と捉えている。教員が行う学生への

指導等においては、研究室や面談室が利用されることもあり、密室性が高くなることや、

また、教授する者と学ぶ者の間には、上下関係が自然と発生するため、人権侵害やハラス

メントが生じやすいと認識している。大学には、こうした特有の環境がある中、ハラスメ

ントを含む人権侵害が発生しないようにするには、相互理解の大切さを、全教職員そして

全学生へ呼びかけるなど、ハラスメント防止へ向けた意識醸成に努めているところである

が、現実としてパワーハラスメントなどの事案が、時々報告されている。本学では、「学校

法人 SBC 東京医療大学人権侵害の防止に関する規程」（以下、「人権侵害防止規程」という。）

を定め、人権侵害やハラスメントの予防、発生時での迅速、適切な対応を図るための体制

を整備している。相談窓口や申立手順等を整理したフローを、「学生便覧」等で分かりやす

く示し、人権侵害やハラスメントの申立があった場合には申出者はじめ関係者の人権に配

慮しながら、行為者との面談など調査を行う。また、ハラスメントをはじめとした人権侵

害の未然防止については、全教職員を対象に人権侵害防止にかかる講習会（Web 研修）を、

毎年度実施している。 

障がいを有する学生への合理的配慮については、学生便覧における申請方法の明示のほ

か、リーフレットを配布し、周知している。また、性別・性的指向・性自認等に関わりな

く、全ての学生及び教職員が尊重されることを目指した「LGBT 等に関する基本理念と対応

ガイドライン」を、令和 4（2022）年度に策定し、令和 6（2024）年度では、多目的トイレ

の名称を『だれでもトイレ』に変更し、精神的にも利便性を図った。 

3．安全への配慮 

学生及び教職員の安全確保は生命に直結する重要な課題である。地震や火災といった災

害への対応は「消防法」などの法令に基づいて消防点検や防災訓練を行っている。 

本学では、防火・防災管理委員会を設置し、災害に対する安全対策を推進している。防

災訓練は、学生と教職員を対象に毎年度実施しているところであるが、海辺にある本学は

津波被害への対応も欠かせない。平成 24(2012)年 3 月に発表された首都圏直下型地震の予

測によれば、本学が位置する浦安市沿岸の津波は最大で 3m 以下、東海地震発生の際の津波

予測も 4m 以下である。本学キャンパスの海抜は約 4.5m と前述の予測より高く、浦安市に

よると大学付近の沿岸部には余裕高約 3.5ｍの防波堤もあるが、津波注意報では校舎 2 階

以上へ、大津波警報が発令された場合は校舎 5 階以上へ避難することも想定し、対応を図

っている。令和 6（2024）年度の訓練では、「地震発生による火災発生と津波警報の発令」

という本学の立地状況に即した想定の下、避難経路の確認、避難誘導、避難遅滞者確認な

ど自衛防災組織各班の役割を明確にして実施した。令和 7（2025）年 7 月 30 日発生の地震

では、東京湾内沿岸に津波注意報が発出された。眼前が東京湾である本学では直ちに授業

を中断し、津波の観測結果が出るまでは外部避難ではなく建物 2 階以上への避難待機とし、

訓練での手順に従って教職員が動き学生と自らの安全確保に努めることができた。今後も

「消防法」に基づき定期的に訓練を重ねるとともに、内容もより現実的なものとなるよう

検討と工夫を続ける。 

交通事故防止については、学生の通学方法として自動車や自動二輪車の利用を制限（原

則禁止）しており、徒歩通学者にも歩きスマホの禁止を訴えている。自転車通学者には道
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路交通法の改正に伴う違反行為の厳罰化に伴い、新学期オリエンテーションや学生掲示板

（アナログ及びデジタル）において、違反行為の注意喚起や安全運転の啓発活動を行って

いる。自転車通学希望者は、学内の指定された期日での安全講習受講を要件として、駐車

許可ステッカーを交付する手続としている。こうした活動の成果として、本学は開学以来、

通勤時及び通学時の死亡事故は皆無である。 

校内への不法侵入や不審者の侵入防止は、校舎棟 1 階出入口や外周通路に設置した防犯

カメラにより常時監視することで、被害抑止と不審者検挙による被害拡大防止を図ってい

る。また、校舎内の教室、廊下及び階段等には「SBC 東京医療大学防犯カメラの設置及び

運用に関する規程」に基づいて、随所に防犯カメラを配置するとともに、職員が校舎内を

随時巡回して注意を払っている。駐輪場や駐車場も防犯カメラで常時監視しており、車輌

盗難や不法侵入に備えている。 

万が一の事故対策として、学生全員に、実習、学外活動などの際の事故及び通学時にお

ける交通事故に適用できる「学生教育研究災害傷害保険」へ加入させるほか、任意保険加

入も勧めている。教職員の自転車通勤においても任意保険の加入を義務としており、学内

学外での事故防止と事故対応に万全を期している。 

 

6-2．理事会の機能 

①使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

②使命・目的の達成への継続的努力 

（1）6-2 の自己判定 

「基準項目 6-2 を満たしている。」 

 

（2）6-2 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-2-①使命・目的の達成に向けて意思決定ができる体制の整備とその機能性 

理事会は、学校法人の最高意思決定機関として、寄附行為により設置、運営されている。

令和 6（2024）年度においても、財務、運営、人事、施設等の状況を評価したうえで、関係

法令を遵守した運営を行い、重要案件を審議、議決している。新体制となった現在、経営

方針を見直し、財務状況の改善を最重要課題とした。そのため、理事会の傘下に設置され

た法人及び大学の主要幹部等により構成される運営会議において毎月審議し、収支黒字化

を目標に全学で取り組んでいる。また、改正私立学校法（令和 7(2025)年度施行）への対

応として、寄附行為改正を行い、文部科学省から認可された。 

 

1．理事会 

「私立学校法」第 18 条第１項及び第 36 条に則り、学校法人の業務をはじめその運営に

係る意思決定機関として理事会を置いている。令和 6(2024)年度は、5 回開催

（5/16,6/27,11/27,2/26,3/27）し、予算、補正予算、決算、事業計画、事業報告、法人規

則及び大学規程の改正、寄附行為及び学則の変更等について審議・決定した。 

私立学校法の改正に伴い、令和 7(2025)年 4 月 1 日から寄附行為を改正し、理事の定数

は、5 人以上 8 人以内、理事のうち 1 名を理事長としている（寄附行為第 7 条第 1 項第 1

号、第 16 条第 2 項）。 
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理事の選任区分は寄附行為第 9 条第 1 項において「学長であり、理事会において選任し

た者」（1 号理事）、「前号に掲げるもののほか、理事会において選任した者 4 人以上 7 人以

内」（2 号理事）とされている。令和 7(2025)年 5 月 1 日現在、当年 12 月 4 日を任期とした

理事 6 人を選任しているが、今後、改正寄附行為に則り、評議員との兼職解消など理事選

任の手続を進めることとしている。 

2．常任理事会 

理事会の下に、理事長及び常勤の理事で構成する常任理事会を置き、「学校法人 SBC 東京

医療大学常任理事会規程」に則り、理事会の包括的授権に基づき大学の日常業務を決して

いる。また、緊急の必要があるため理事会を開催する時間的余裕のないときは、前記以外

の業務を先決することができるとしている。 

令和 6（2024）年度は、理事会開催を計画的に管理し、全理事参加による計 5 回の理事

会を開催したこともあり、常任理事会は開催していない。一方、上述のとおり、常任理事

会で決した事項は、次回理事会での報告又は議案の提出を義務付けているものの、その運

用によっては、理事会の実効性やガバナンス機能への影響が懸念されることから、この仕

組みのあり方について、令和 7(2025)年度中に再考し見直すこととしている。 

 

6-2-②使命・目的の達成への継続的努力 

本学では、使命・目的の達成のための戦略である「中期計画」と具体的取組みを提示し

た「年度事業計画」を策定し、その実現を果たすために予算は編成され、各種制度が整備

されている。各年度の活動は、事業報告や自己点検・評価により確認され、成果や問題点

など把握し改善するというフレームワークによる継続的な努力を図っている。 

理事長交代に伴う大学運営方針の見直しに伴い、令和 6（2024）年度では、法人規則及

び大学規程の整備を計画的に行った。特に、大学の機関である企画会議、教授会、各委員

会等との関係において、理事長に権限が集中する構造となっていたため、理事会において

関係の適正化の観点から見直しを審議し、改正を行った。 

 

6-3．管理運営の円滑化とチェック機能 

①法人の意思決定の円滑化 

②評議員会と監事のチェック機能 

（1）6-3 の自己判定 

「基準項目 6-3 を満たしている。」 

 

（2）6-3 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-3-①法人の意思決定の円滑化 

本学では、法人の管理運営機関の意思決定と大学の管理運営機関の意思決定での円滑化

を図るための会議体として「学校法人 SBC 東京医療大学合同会議要綱」による合同会議を

設けてきた。 

令和 5 年の理事長交代に伴う経営方針見直しにより、今後の法人及び大学運営の重要課

題が明らかになった。「学校法人 SBC 東京医療大学合同会議要綱」に準ずるものとして「法

人及び大学の各管理運営機関の意思決定の円滑化」を目的とした運営会議（理事長・SBC メ
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ディカルグループ幹部・大学教員幹部・事務局幹部等によって構成）を、理事会傘下とし

て設立した。 

運営会議は毎月 1 回開催し、理事会審議の事前調整機能として、大学理念、三つのポリ

シー、教育方針に係る問題と課題の洗い出しや、財政状況の把握と改善を検討することと

している。令和 6（2024）年度は、大学としての年間運営目標の設定などを目的とし、計

12 回開催された。 

 

6-3-②評議員会と監事のチェック機能 

「私立学校法」第 18 条第１項及び第 66 条に則り、学校法人の業務の状況等に係る役員

への意見陳述や、諮問事項への応答その他関係法等で定める業務を行うため、評議員会を

置いている。令和 6(2024)年度は、評議員会を 5 回開催（5/16,6/27,11/27,2/26,3/27）し、

予算、補正予算、決算、事業計画、事業報告、寄附行為及び学則の変更、法人規則及び大

学規程の改正等について審議した。 

 監事は、2 名選任している。学校教育法第 52 条に則り、寄附行為第 30 条にその職務を

定めている。令和 6（2024）年度では理事会、評議員会とも計 5 回開催され、全てにおい

て監事は出席している。監事は、法人の業務、財産の状況及び理事の業務遂行状況を監査

し、毎会計年度監査報告書を作成し、寄附行為で定める期間内に理事会及び評議員会へ提

出している。監査は、「学校法人 SBC 東京医療大学監事監査規程」に基づき実施され、また、

本学では、「学校法人 SBC 東京医療大学内部監査規程」を設け、監査担当 2 名を選任し、監

事や会計監査人と連携した内部監査体制を整備している。 

 

6-4．財務基盤と収支 

①財務基盤の確立 

②収支バランスの確保 

③中期的な計画に基づく適切な財務運営 

（1）6-4 の自己判定 

「基準項目 6-4 を満たしている。」 

 

（2）6-4 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 

6-4-①財務基盤の確立 

6-4-②収支バランスの確保 

6-4-③中期的な計画に基づく適切な財務運営 

新たな経営体制の下、喫緊の課題である財務状況の改善に着手した令和 6（2024）年度

の経常収支差額比率は、▲2.6％であった。これは、柔道部縮小に伴う退職による報奨金の

清算や、係争問題に係る相当額の弁護士費用が発生したことが主な要因であり、一時的に

生じた特殊な支出と考えている。 

一方、令和 6(2024)年度は、創立 20 年を迎える年であった。社会情勢が大きく変化する

中、少子化に伴う学生数の変動リスクが憂慮されるものの、保護者の経済的負担の軽減を

図りつつ、将来にわたり質の高い教育機会を提供するため、令和 6（2024）年度入学者か

ら授業料及び施設費の引下げを実施した。そのため、学生納付金は減少（表 6-4-1）し、令
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和 9（2027）年度まで毎年、対前年度約 5,000 万円程度の減を見込んでいる。 

 

表 6-4-1 学生納付金の推移 
                    単位：円 

区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

学 生 

納付金 
1,862,755,000 1,827,325,000 1,816,680,000 1,852,850,000 1,757,068,800 1,628,340,000 

 

そこで、学納金を引き下げながらも、一層の財務状況の改善を図るために以下の対策を

実施した。 

1.柔道部の縮小 

2.経費削減 

3.附属クリニックの収益安定化（表 6-4-2） 

4.公的補助金の積極的活用 

5.寄附金募集 

 

表 6-4-2 附属クリニックの会計推移 

単位：円 

区分 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

医 業 収 入 760,338,221 1,003,065,610 1,172,626,200 

寄附前利益 -55,818,524 -936,756,201 59,943,818 

寄 付 金 ― ― ― 

寄附後利益 -55,819,524 -936,756,201 59,943,818 

 

これらの対策に加え、広報戦略の強化が功を奏し、受験者とその保護者に高く評価され、

志願者数が大幅に増加した（対前年度 113.3％）。学生納付金の引下げは、優秀な学生の確

保と多様な人材の集積につながったとともに、「経済的理由」による退学者の減少にも効果

を発揮した。 

 現在、運営には特段の支障がないものの、令和 9（2027）年度まで減収が継続すること

から、引き続き財務状況に注意を払い、対策を着実に実行していく。 

 また、上述 1-1-②のとおり、本法人では令和 7（2025）年度中に次期中期計画を策定す

る予定であり、あわせて中期的な財務計画についても検討を行っているところである。 

 

6-5．会計 

①会計処理の適正な実施 

②会計監査の体制整備と厳正な実施 

（1）6-5 の自己判定 

「基準項目 6-5 を満たしている。」 

 

（2）6-5 の自己判定の理由（事実の説明及び自己評価） 
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6-5-①会計処理の適正な実施 

 会計処理は、「学校法人 SBC 東京医療大学経理規程」（以下「経理規程」という。）、「経理

規程施行細則」（以下「細則」という。）及び「学校法人会計基準」（以下「会計基準」とい

う。）等一般に公正妥当と認められる会計基準に準拠して行われており、適正に処理されて

いる。 

予算案は、事務局各部課からの予算要望を経理責任者（事務局長）がまとめ、予算責任

者（各部課、各学科及び各センター等の長）から意見聴取後に作成され、評議員会意見の

聴取を経て、理事会の承認により、成立する。 

 予算の執行は、予算責任者、総務課長、経理責任者、経理統括責任者（理事長）の承認

を経た後、行われる。予算の執行状況は、経理責任者が常時把握し、経理統括責任者への

月次報告により管理される。支出超過禁止の原則の下、大科目内での流用や予備費の使用

を所定の手続により可能とし、また、経理統括責任者は、やむを得ない理由により、予算

の追加その他の変更を必要とするときは、予算案同様の手続を経て、予算の補正ができる

システムとしている。 

 

6-5-②会計監査の体制整備と厳正な実施 

本学の会計監査は、「SBC 東京医療大学監事監査規程」のほか、一般に公正妥当と認めら

れる監査手続きに従い、本学の会計が会計基準に従って行われているかについて厳正に実

施している。監事は評議員会及び理事会に出席し、大学の業務又は財産の状況について意

見を述べている。内部監査については、監事監査を補完する機能として制度を設けていた

ものの、令和 3（2021）年度以降、実施できていなかった。しかしながら、令和 7(2025)年

3 月に「内部統制システム整備の基本方針」を策定し、明示した体制整備の一つである「監

査環境の整備」を図るため、新たに内部監査担当 2 名を任命し、内部監査を実施すること

とした。 

更に私立学校振興助成法により文部科学大臣に届け出る「計算書類」については、公認

会計士による監査を期中並びに期末を通じて受けている。令和 6（2024）年度では、私立

学校法改正への対応として寄附行為を改正し、会計監査人を設置することとした。 

本学では監事監査報告書を決算報告と合わせ、大学 HP 及び学内掲示板にて公表してい

る。 

 

［基準 6 の自己評価］ 

（1）成果が出ている取組み、特色ある取組み 

本学では、大学運営にあたり、大学の使命・目的（教育、研究、地域貢献）を明確にし、

実践することを心掛けている。その達成のためには、財務の視点からの経営判断、本学に

関わる人々とのコミュニケーション、組織構築とその調整、法令遵守が必要であり、理事

及び教職員一体となって本学使命の実現に臨んでいる。 

また、運営会議を設置し、法人だけでなく、大学の主要教職員も参画して、毎月、最重

要課題への対応状況を確認の上、その対策につきスピード感を持って検討している。 

 

（2）自己点検・評価や外部による評価で発見された課題など 
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学生納付金は、令和 6（2024）年度入学者から授業料及び施設費の引き下げにより、今

後 4 年間、毎年度、約 5,000 万円減少し、令和 9（2027）年度には約 16 億円となる。経

営方針見直しの中、これまで以上に安定した財務基盤の確立と収支バランスの確保が最重

要課題となる。内部統制については、令和 7(2025)年 3 月に「内部統制基本システム整備

方針」を策定したところであり、それに従い、責任と権限の点検やリスク管理などの体制

を整備しなければならない。 

 

（3）課題などに対する改善状況と今後の取組み予定 

 上記（2）への対策として、次の 3 項目の改善・向上方策を実行している。 

①予算管理を徹底し、収支のバランスを考慮した運営に努める。なお、安定的な経営基盤

を構築するためには、入学定員の確保が最重要課題であることに変わりはないが、在学生

についても授業内容の向上と併せて基準 3 で実施している学生生活全般に対する手厚いケ

アを行うことにより退学者を減少させ、収容定員の維持を図るとともに、将来に向かって、

入学定員の充足と安定した学生納付金の確保に努める。 

②事務職員の帰属意識を高め、更に、職員の適性を踏まえつつ、業務の専門性の向上を図

り、業務の効率化、組織の省力化につなげる。 

③その他事務事業の見直しとして、柔道部の縮小、経費削減、.附属クリニックの収益安定

化、公的補助金の積極的活用、寄附金募集などを図っていく。 

内部統制については、関連する規程を整理し、順次整備していくとともに、その運用に

より体制を確立していく。 

 


